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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

営業収益 (千円) 5,835,0973,594,6484,262,4473,625,1992,488,596

経常利益又は経常損失(△) (千円) 2,441,18581,896230,48524,440△700,047

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 1,448,64939,063100,557 4,158△1,017,128

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,364,8751,364,8751,364,8751,364,8751,364,875

発行済株式総数 (株) 8,300,0008,300,0008,300,0008,300,0008,300,000

純資産額 (千円) 5,012,2804,843,8434,820,2064,787,9153,770,787

総資産額 (千円) 16,557,13718,171,04719,589,63220,704,90521,342,915

１株当たり純資産額 (円) 603.89 583.60 595.09 591.11 465.53

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
25.0

(―)

4.0

(―)

5.0

(3.0)

2.5

(2.5)

―

(―)

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

(円) 187.70 4.71 12.26 0.51 △125.57

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.3 26.7 24.6 23.1 17.7

自己資本利益率 (％) 39.7 0.8 2.1 0.1 △23.8

株価収益率 (倍) 3.3 77.5 22.1 511.8 △2.6

配当性向 (％) 13.3 84.9 40.8 490.2 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,198,155508,6511,558,950807,1341,074,002

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △466,058△317,265△226,201△313,126△224,341

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,205,460△332,317△326,171△252,804△217,096

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 2,976,8052,835,8733,842,4504,083,6534,716,218

従業員数 　 64 69 70 64 49

〔ほか、平均臨時雇用人員〕 (名) 〔10〕 〔10〕 〔8〕 〔8〕 〔7〕
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(注) １　当社は、連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかわる主要な経営指標等の推移については、記

載していません。

２　営業収益には、消費税等は含まれていません。

３　当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載していません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第９期以前においては、潜在株式が存在しないため記

載していません。第10期においては、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載

していません。

５　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員(派遣社員およびパート社員)の年間平均雇用人員です。

６　当社は、平成20年５月１日付で普通株式１株を500株に分割しています。
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２ 【沿革】

平成15年９月、伊藤忠商事株式会社の100％出資で当社は設立されました。平成20年９月にジャスダック

証券取引所（現　大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に株式を上場した後、平成24年９月の当

社株式公開買付けによりＧＭＯクリックホールディングス株式会社が親会社となり、現在に至っています。
　

平成15年９月

 

伊藤忠商事株式会社の子会社として、主に外国為替保証金取引業を目的に東京都千代田区に設立

(資本金120,000千円)

平成15年11月

 

伊藤忠フューチャーズ株式会社の吸収分割による事業承継に伴い、80,000千円を増資(資本金

200,000千円)

平成15年12月 「外国為替保証金取引」業務を開始

平成17年１月

 

伊藤忠商事株式会社を割当先とする400,000千円の第三者割当増資を実施

(資本金400,000千円)

平成17年３月 信託口座による保証金の区分管理スタート

平成17年５月 『選べる外貨』サービス、24時間ネット入金サービス開始

平成17年10月 金融先物取引業の登録完了　<登録番号 関東財務局長(金先)第50号>

平成17年11月 社団法人(現　一般社団法人)金融先物取引業協会に加入　<会員番号1502>

平成18年８月 本社を東京都渋谷区に移転

平成19年１月

 

ISMS(情報セキュリティ管理国際規格)認証〔ISO/IEC27001:2005〕取得

<認証登録番号IS511317>

平成19年３月

 

カブドットコム証券株式会社を割当先とする651,000千円の第三者割当増資を実施

(資本金725,500千円)

平成19年５月

 

カブドットコム証券株式会社が外国為替保証金取引業務を開始するにあたり、業務提携契約に基

づきASP(Application　Service　Provider)サービスを開始

平成19年９月 金融商品取引業の登録完了　<登録番号 関東財務局長(金商)第259号>

平成19年10月 『選べる外貨』のインターネット取引手数料完全無料化を実施

平成20年９月 ジャスダック証券取引所（現　大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に株式を上場

1,278,750千円の公募増資を実施(資本金1,364,875千円)

平成20年12月 リッチクライアント型取引ツール「PrimeNavigator(プライムナビゲータ)」サービス開始

平成21年３月 テクニカル分析ツール「ぱっと見テクニカル」サービス開始

平成21年11月 ITSMS(ITサービスマネジメントシステム国際規格)認証〔ISO/IEC20000-1:2005〕取得

<認証登録番号ITMS553902>

平成22年１月 『選べるＨＩＧＨ・ＬＯＷ』サービス開始

平成22年10月 取引ツールスマートフォン版　サービス開始

平成24年２月 スマートフォン用高機能取引ツール「PRIMEアプリS」サービス開始

平成24年９月 ＧＭＯクリックホールディングス株式会社による当社株式公開買付けにより、同社が新たに当社

の親会社となる

平成24年10月 『選べるＨＩＧＨ・ＬＯＷ』商品改訂

平成25年３月 本社を東京都渋谷区（現在地）に移転
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３ 【事業の内容】

当社は、個人投資家および法人向けのインターネットを通じた外国為替保証金取引を中心とした外国為

替取引を主たる事業としています。それを事業系統図によって示すと次のとおりです。

　

　

(1) 当社の事業内容

①　外国為替取引事業

当社の外国為替取引事業は、大別して以下の４つに分かれ、ⅰ)～ⅲ)は当事者間の相対取引、ⅳ）は

取引所取引です。

ⅰ)個人投資家および法人が当社に直接取引契約を申し込み、取引を行う「店頭外国為替保証金取

引」および将来の一定期日において、為替相場が特定の水準を超えているか否かを予想する「店

頭外国為替オプション取引」

ⅱ)当社の取引システムをASP(Application　Service　Provider)方式により提供している外国為替保

証金取引会社(金融商品取引業者)との間の「外国為替取引」

ⅲ)個人投資家、法人および外国為替保証金取引会社との取引により生じる、当社の外国為替持高(ポ

ジション)のリスク回避のために行う銀行等金融機関との間の「外国為替取引」(カバー取引)

ⅳ)個人投資家の外国為替取引を取引所につなぐ「市場外国為替証拠金取引」（取引所外国為替証拠

金取引）

（注）取引所外国為替証拠金取引は、平成25年７月にサービスを終了します。

　

当社のお客様は個人投資家、法人並びに外国為替保証金取引会社であり、当社はインターネットを通

じ、外国為替取引注文の受付・執行および外国為替を中心とする金融情報の配信を行い、原則として24

時間(日次データ処理時間帯を除く週初東京外国為替市場の開始時から週末ニューヨーク外国為替市

場の終了時まで)取引可能な環境を提供しています。

　お客様との取引(前記ⅰ)～ⅱ))における、お客様同士の売買がマッチング(いわゆる為替マリー(*))

しない部分について、当社には外国為替持高(ポジション)が発生します。このポジションの為替相場変

動リスクおよび金利(スワップポイント)変動リスクを回避するために、当社は、速やかに銀行等金融機
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関(以下、「カウンターパーティ」といいます。)との間でカバー取引(当社がお客様との取引の相手方

となることによって生じる市場リスクを回避するため、カウンターパーティを相手方として行う外国

為替取引を指します。以下同じ。)を行い、ポジションを解消します。(後述 (2)外国為替取引事業の仕組

みについて ②カバー取引(外国為替取引)の概要をご参照ください。)

　この際のお客様との取引約定値段とカバー取引先との約定値段との差額、お客様同士の売買注文が

マッチングすることによる為替マリー益、スワップポイントの受払いによる差額等が当社の収益源で

す。

　一方、前記ⅳ)における収益は、取引所取引により発生する取引手数料のみです。

　
(*)カバー取引担当者は、お客様との取引から生じるポジションをシステムによりリアルタイムで把握し、カウン

ターパーティを相手方として速やかにカバー取引を行います。ただし、１名あるいは複数のお客様の買い注文

と１名あるいは複数のお客様の売り注文がほぼ同タイミングでマッチングすることも多く、その場合は、マッ

チングしないポジションについてのみカバー取引を行います。

　

　

②　外国為替取引関連サービス事業(ASPサービス業務等)

 「他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成または販売を行う業務及び計算受託業

務」として平成18年９月１日付で内閣総理大臣により承認された業務(平成19年９月30日施行の金融

商品取引法においても継続承認されています。)で、当社が開発あるいは管理する情報システムを、契約

相手方(外国為替保証金取引会社、情報配信会社等)に貸与する事業です。

　

当社は、外国為替保証金取引会社に対して、当社の取引システムをASP方式で提供することにより、外

国為替保証金取引業務を幅広くサポートし、同取引先の安定的な収益の確保を支援しています。

また、同取引先の外国為替保証金取引のカバー取引を一括して当社で取扱うことにより、当社のビジ

ネスフィールドの拡大を図っています。
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(2) 外国為替取引事業の仕組みについて

①　店頭外国為替保証金取引の概要

店頭外国為替保証金取引は、お客様が取引保証金として金銭等の預託を行うことにより、その金額よ

り大きな金額の外国為替の売買(異なる通貨間の売買)を相対にて行い、反対売買により決済し、その差

金を授受することを約する直物為替取引です。資金受渡日(決済日)は銀行間外国為替取引の商慣習で

ある２通貨営業日後ですが、下記ⅲ)で述べるスワップポイントの授受によって資金受渡日を繰り延べ

ることで、お客様はポジションの保有を継続することができます。

お客様に所定の金額以上の取引保証金を当社に預け入れていただき、当社が設定している複数の

コース(*)の中から取引するコースを選択していただきます。いずれのコースにおいても、お客様は預

託した保証金額以上(個人は約１倍から最大25倍まで。法人は約１倍から最大約130倍まで)の取引を行

うことができることから、高い投資収益が期待できる半面、急激な為替相場変動などがあった場合に

は、預託した保証金額以上の投資損失を被る危険性があります。

　

(*) 現在、『選べる外貨』では、お客様に対して保証金額が１万通貨あたり１万円から100万円まで(１千通貨当り

では各々その10分の１)の12種類のコースを提供しており、取引できる通貨ペアは14種類となっています。
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ⅰ) 取引手数料

『選べる外貨』のインターネット取引手数料は、原則無料です。

　

ⅱ) ロスカット制度

お客様の損失の拡大を防止し、可能な限りお客様の資産を保全するため、保有ポジションの評価損

が一定水準を超えた場合には自動的にロスカット取引が行われる仕組みを構築しています。

　
a)　『選べる外貨』

　当社固有(*)の仕組みである「自動ストップロス制度」を採用しています。個々の未決済ポジ

ションに対しては、お客様ご自身が予めストップロス・オーダーを設定されることが第一義です

が、万が一設定されていない場合でも、コース毎に定められた損失レベルにストップロス・オー

ダーが自動的に設定される仕組みであり、お客様の資産保護を目的としたスキームです。

　また、当社固有の「自動ストップロス制度」に加え、保証金規制（平成22年８月１日施行）に基

づき、個人のお客様については、営業日毎の一定時刻において取引口座の純資産が法定預託金を下

回った場合、指定された期限までにお客様がその不足額を解消されないときは、当該お客様の未決

済ポジションのすべてが反対売買により強制的に決済されます。

　
(*)自動ストップロス制度は、ポジション全体ではなく、「個々のポジション」に対して、コース毎に定められた

損失レベルに自動的にストップロス注文が設定される仕組みです。

　

ⅲ) スワップポイント

店頭外国為替保証金取引は異なる通貨間の売買取引であるため、ポジションを翌営業日に繰り延

べる(ロールオーバー)場合に、異なる通貨各々の金利の差額分が当事者間で授受されます。これをス

ワップポイントといい、当該スワップポイントは、毎営業日に計算・授受されることになります。

例えば、お客様がポジションを繰り延べる際、高金利通貨を買い、低金利通貨を売っている場合は

スワップポイントを受け取り、逆の場合はスワップポイントを支払います。
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ⅳ) 顧客区分管理信託

お客様からお預かりした資産については、法令により金銭信託による区分管理が義務化されてい

ます。当社は、みずほ信託銀行株式会社と信託契約を締結し、お客様からお預かりした現金保証金等

を金銭信託にて区分管理しています。金銭信託による区分管理を行うことで、万が一当社が破綻した

場合にも、お客様の資産は、受益者代理人(乙：社外弁護士)によって、受益者代理人口座から直接お

客様へ返還される仕組みとなっています。

　

　

　＊現金保証金等の残高の確定について

　当社は、お客様に帰属すべき現金保証金等の残高を取引営業日毎に計算し、その翌日から起算して２銀行営

業日以内に信託財産への移行を行います。移行が完了するまでの間は、法令の定める金融機関(株式会社みず

ほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社ジャパンネット銀行、楽天銀行株式会

社、住信ＳＢＩネット銀行株式会社、株式会社セブン銀行、株式会社ゆうちょ銀行、株式会社りそな銀行、株式

会社埼玉りそな銀行)における保証金入金専用の預金口座にて、当社の資産とは区分して管理されます。

なお、本制度により区分される「現金保証金等」は、お預かりした現金保証金に実現損益および評価損益を

加減した残高から未収手数料を控除した金額です。

　

　＊受益者代理人について

当社は、受益者代理人(甲)として内部管理者を、受益者代理人(乙)として社外の弁護士を選任しています。

受益者代理人(甲)は、通常時に資産の信託状況の確認などをお客様に代わって行います。また、受益者代理人

(乙)は、当社の倒産等の緊急時に信託銀行から信託財産の交付を受け、お客様に帰属すべき現金保証金等に相

当する資産を返還します。

　

ⅴ) 取引のリスク

当社の店頭外国為替保証金取引『選べる外貨』は、金融商品取引法に規定される店頭デリバティ

ブ取引です。また、店頭外国為替保証金取引は、元本あるいは利益を保証した金融商品ではなく、以下

のように様々なリスクを伴う商品です。

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

有価証券報告書

 9/94



　

a)　相場変動リスク

　店頭外国為替保証金取引は、少ない資金(保証金)を担保として大きな金額の取引を行うことか

ら、高いリスクを伴います。為替相場の小さな動きによってポジションの価値が大きく変動するた

め、利益が大きくなる可能性がありますが、損失も大きくなる可能性があります。

オーダーの種類にはいくつかありますが、逆指値オーダー(オーダーを出す時点のレベルよりも

低いレベルでの売りレート、あるいは高いレベルでの買いレートを指定して出す売買オーダーで

あり、ストップロス・オーダーなどに利用)については、値動きが荒い等市場の状況によっては、お

客様があらかじめ指定された注文レートよりもお客様に不利なレートで約定されることがありま

す(スリッページ)。また、相場の急変により、お客様の注文が指定レートより大きく乖離したレー

トで約定したり、ビッド(プライスを提示する側の買いレート)とオファー(プライスを提示する側

の売りレート)の開き(スプレッド)が拡大したりすることもあり、その場合は、お客様が投資金額

以上の損失を被る可能性があります。

各国の金利水準は、時として大きく変動することがあります。お客様がポジションを保有しつづ

ける場合には、スワップポイントが受取りから支払いに転じるなど金利変動のリスクがあります。

　
b)　信用リスク

店頭外国為替保証金取引はお客様と当社との相対取引です。したがって、当社の信用状況によっ

ては、お客様が損失を被る可能性があります。また、カバー取引先金融機関の信用状況によっては、

当社の資金繰りが影響を受ける場合があり、その結果、お客様が損失を被る危険性があります。し

かし、お客様からお預かりする現金保証金等は、当社の資産とは区分して金銭信託にて管理されま

すので、万が一当社が破綻した場合にも、お客様の資産は受益者代理人(乙)によって受益者代理人

口座から直接お客様へ返還されます。

　
c)　流動性リスク

  外国為替取引は各国の通貨を売買する取引です。日本円を始め当社が扱っている主要国通貨は、

通常高い流動性が確保されています。また、当社は、格付けされた複数の有力金融機関で、お客様の

オーダーをカバーすることにより、できる限り高い流動性を確保するよう努めています。しかし、

主要国の休日やニューヨークの夕刻等の取引が不活発な時間帯においては、レートを提示するこ

とが困難になる場合があります。また、天災地変、戦争、政変あるいは外国為替取引の規制等特殊な

状況が発生した場合にも、お客様の取引が困難あるいは不可能となる場合があります。

　
d)　システムリスク

電子取引システムを利用した取引には独自のリスクが生じます。お客様のコンピュータ、あるい

は当社のコンピュータシステム等の故障・誤作動、第三者が提供する当社取引に係るコンピュー

タシステム、通信回線等取引に係るシステムの故障・誤作動によりお客様に損失が生じる可能性

があります。また、電子取引システムを利用されるお客様の個人情報が窃盗等により漏洩した場合

に、その情報が第三者に悪用される等のリスクもあります。

　
②　カバー取引(外国為替取引)の概要

　お客様(個人投資家、法人および外国為替保証金取引会社)との取引においては、お客様同士の売買が

マッチング(いわゆる為替マリー)しない部分について、当社に外国為替持高(ポジション)が発生しま

す。当社はこのポジションの為替相場変動リスクおよび金利(スワップポイント)変動リスクを回避す
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るために、速やかにカウンターパーティとの間でカバー取引を行っています。

　

　
したがって、カウンターパーティと円滑にカバー取引が行えない場合、またはカウンターパーティが

倒産等により決済不能となった場合には、当社自身が為替相場の変動リスクおよびお客様へのスワッ

プポイント支払リスクを負うことになります。

　
③　取引所外国為替証拠金取引の概要

　取引所外国為替証拠金取引は、お客様が取引証拠金として金銭等の預託を行うことにより、その金額

より大きな金額の外国為替の売買（異なる通貨間の売買）を株式会社大阪証券取引所にて行い、反対

売買により決済し、その差金を授受することを約する直物為替取引です。

　お客様には、所定の金額以上の取引証拠金を株式会社大阪証券取引所に預け入れていただき、株式会

社大阪証券取引所が定める証拠金基準額の範囲内で取引を行うことができます。

　また、取引所外国為替証拠金取引に係るお客様からお預かりした資産は、株式会社大阪証券取引所が

定める規則に則り、２銀行営業日以内に株式会社大阪証券取引所へ預託しています。株式会社大阪証券

取引所へ預託するまでの期間（最大２銀行営業日分）においては、当社の顧客区分管理信託によって

お客様の資産を保護しています。

　なお、取引所外国為替証拠金取引は、平成25年７月にサービスを終了します。

(*) 現在、当社提供の「大証ＦＸ」では、お客様に対して９種類の通貨ペアを提供しています。

　
　取引所外国為替証拠金取引においては、当社にとって委託取引であるため、外国為替持高（ポジショ

ン）は発生せず、為替相場の変動リスクは発生しません。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
被所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任等
(名)

営業取引 営業外取引

（親会社） 　 　 　 　 　 　 　

ＧＭＯイン
ターネット㈱

東京都
渋谷区

3,000
インターネット
総合事業

間接　77.92 1 ― 支払手数料他支払

（親会社） 　 　 　 　 　 　 　

ＧＭＯクリッ
クホールディ
ングス㈱

東京都
渋谷区

100
インターネット
証券事業

直接　77.92 2 ― ―

(注) １　ＧＭＯインターネット株式会社は、有価証券報告書を提出しています。

２　関係内容「役員の兼任等」の欄は、当社における役員数です。

３　ＧＭＯインターネット株式会社は、ＧＭＯクリックホールディングス株式会社の完全親会社です。

４　ＧＭＯインターネット株式会社は、平成25年４月30日付で資本金の額が100百万円に減少しています。

　
５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の従業員の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

49〔7〕 37.2 4.7 5,440

(注) １　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員(派遣社員およびパート社員)の年間平均雇用人員です。

２　平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与には、臨時従業員を含めていません。

３　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含めています。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

(経済・外国為替市場の動向)

　当事業年度の日本経済は、前半は欧州財政危機や米国の景気先行きへの不透明感、そして中国経済の減

速懸念などの影響から低迷を続け、日経平均株価は４月に１万円台を割り込み、概ね８千円台前半から９

千円台前半での推移となりました。しかし、年度後半には欧州財政危機に対する懸念の後退や米国の景気

回復期待に加えて、日本においても新政権下での経済政策、所謂アベノミクス効果などから大幅な円安が

進み、景気回復にも明るい兆しが見え始めたことから、日経平均株価も12月には１万円台を、３月には１

万２千円台まで大幅に上昇する状況となりました。

　外国為替市場では、ドル／円相場は４月の米国雇用統計の悪化や中国経済の減速懸念などから、年度の

初めから緩やかに円高が進む流れとなりました。米国のQE３(量的金融緩和第３弾)の実施への思惑が漂

う中、年度初めにつけた83円台から９月には77円台前半へと下落を続けました。また、ユーロ／円相場も

ギリシャの財政問題が市場の注目材料となるとともに、同国のユーロ離脱の可能性なども取り上げられ、

４月に110円台で始まった相場は７月には94円台まで大幅に下落する動きとなりました。しかし、ドラギ

ECB（欧州中央銀行）総裁が「ユーロの存続のためにあらゆる手段を講ずる」と発言したことから、ユー

ロ／円相場は反転の兆しをみせ、また９月には米国FOMC（連邦公開市場委員会）がQE３の実施を決定し

たことをきっかけにドル／円相場も反発し始めました。

　10月に入ると米国の強い経済指標を受けたリスクオンの動きから円安が進み、また日本の政権交代を見

据えた大胆な金融緩和の期待を受けた円売りも徐々に強まり始めました。11月14日に当時の与党民主党

が衆議院解散の意向を示すと円安の動きが加速、加えて12月中旬の衆議院選挙において自民党が圧勝し、

新政権による経済政策が発表されると、アベノミクス効果による景気回復期待が強まり、年末にはドル／

円は86円台、ユーロ／円は114円台まで上昇することとなりました。

　年明けにかけてもアベノミクス効果は衰えず日経平均株価も上昇を続ける中、２％の物価上昇率を目指

す大胆な金融緩和策を掲げた日銀新総裁候補への期待感から、ドル／円、ユーロ／円共に上昇を続けまし

たが、２月下旬にキプロスの財政危機問題が浮上したことで、ユーロ／円の上昇に一服感が、また３月に

は材料出尽くし感からドル／円相場も上昇の流れが一旦止まる状況下で年度末を迎えることとなりまし

た。

　
(営業の経過と成果)

　外国為替保証金取引（FX）業界では、顧客獲得に向けスプレッド競争が勢いを増すなど事業環境が一段

と厳しさを増す中で当社は、９月にＧＭＯクリックホールディングス株式会社（以下「ＧＭＯクリック

ホールディングス」といいます。）による当社株式公開買付けを受けて、改めて事業の方向性を見直すこ

ととなりました。新たな親会社のもと、当社は他社にはない「お客様に近い存在であること」をベースに

商品・サービスの提供に注力してきました。

　お客様に好評をいただいている会場セミナーは、東京会場以外にも、浜松、札幌、神戸、横浜にて開催する

とともに、為替市場の注目材料である米国雇用統計発表時刻に合わせて開催される当社の人気イベント

『雇用統計ＮＩＧＨＴ』も大阪や東京で計４回開催し、多くのお客様にご来場いただくこととなりまし

た。

　また、当社の強みである情報発信においても、今年度は新たな動画コンテンツをリリースするとともに、

ラジオNIKKEIでのFX番組『夜トレ』に加え、日経CNBCでも新番組『FXまるわかりナイト』を平成25年１

月よりスタートさせ、個人投資家の皆様に、よりFXを身近なものに感じてもらう事に注力しました。
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商品面においては出遅れ感のあった提供レートのスプレッド縮小にもテコ入れを図り、年度初めに1.8

銭だったドル／円のスプレッドを、10月には0.5銭まで縮小することで価格競争力を高めるとともに、取

引の利便性を考慮し、iPad専用のアプリ「PRIMEアプリＳ」のサービスを開始したほか、スマートフォン

用のアプリに初めて採用したハイスピード注文機能をパソコン版ウィジェットとして提供し、取引環境

の向上に努め取引量の拡大を図りました。

　また、10月には商品性を簡素化してお客様が取引しやすい商品にリニューアルした外国為替オプション

取引『選べるＨＩＧＨ・ＬＯＷ』の提供を開始し、収益基盤の拡大を図りました。

一方で経営資源の集中を推進する中で、インターバンク直結型の『直トレＦＸ』は12月で取り扱いを

停止し、また３月には「大証ＦＸ」についても平成25年７月でのサービス停止を発表しました。

　
　以上の結果、当事業年度末の外国為替保証金取引の口座数は133,710口座(前事業年度末比10.5％増)、外

国為替保証金取引預り保証金は14,457百万円(前事業年度末比4.6％増)と増加しました。スプレッド縮小

の効果から当事業年度の取引高は407,398百万通貨単位（前事業年度比39.4％増）と大幅に伸長したも

のの、スプレッド縮小による収益率の低下により、営業収益は2,488百万円（前事業年度は3,625百万

円）、営業損失は698百万円（同29百万円の営業利益）、経常損失は700百万円（同24百万円の経常利

益）、そして当期純損失は、当社が提供している商品・サービスの見直し、並びにシステム構成の再構築、

本社移転等に伴う特別損失の計上、および税効果会計の見直しにより繰延税金資産の取崩しを行った結

果1,017百万円（同4百万円の当期純利益）となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末の現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ632百万円増加し、4,716百万円とな

りました。

　各キャッシュ・フローの状況とその増減要因は、次のとおりです。

　

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純損失968百万円に、増加要因として外

国為替取引預り担保金の増加994百万円、外国為替保証金取引評価勘定（流動資産）の減少916百万円、外

国為替保証金取引預り保証金の増加641百万円、減価償却費468百万円等がある一方で、減少要因として、

顧客区分管理信託の増加1,459百万円等により、1,074百万円の増加となりました。

　

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の売却による収入41百万円がある一

方で、無形固定資産の取得による支出263百万円等により224百万円の減少となりました。　

　

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出217百万円等により

217百万円の減少となりました。
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２ 【業務の状況】

(1) 営業収益

営業収益の推移は次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

前事業年度比
(％)

営業収益 　 　 　

・外国為替取引事業収益 　 　 　

　　外国為替取引損益 3,547,389 2,116,927 △40.3

　　手数料収入 25,719 47,561 +84.9

　　その他のデリバティブ取引損益 3,419 261,823 +7,555.9

　　その他(受取利息) 14,121 13,531 △4.2

・外国為替取引関連サービス事業収益 　 　 　

　　その他(システム貸与料等) 34,549 48,751 +41.1

合計 3,625,199 2,488,596 △31.4

(注)　上記の金額には消費税等は含まれていません。

　
(2) 外国為替保証金取引における通貨別取引高

通貨別取引高の推移は次のとおりです。
　

区分
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

前事業年度比
(％)

米ドル/円(単位：万米ドル) 7,721,500 15,396,931 +99.4

ユーロ/円(単位：万ユーロ) 8,755,939 15,117,534 +72.7

ポンド/円(単位：万ポンド) 2,566,955 1,728,581 △32.7

豪ドル/円(単位：万豪ドル) 4,816,252 4,664,225 △3.2

NZドル/円(単位：万NZドル) 583,933 699,269 +19.8

加ドル/円(単位：万加ドル) 168,060 144,479 △14.0

スイスフラン/円(単位：万フラン) 479,759 85,002 △82.3

シンガポールドル/円(単位：万SGドル) 18,226 9,172 △49.7

香港ドル/円(単位：万香港ドル) 5,590 5,955 +6.5

南アランド/円(単位：万ランド) 158,122 157,013 △0.7

ユーロ/米ドル(単位：万ユーロ) 3,004,336 2,229,606 △25.8

ポンド/米ドル(単位：万ポンド) 334,660 188,189 △43.8

豪ドル/米ドル(単位：万豪ドル) 530,737 265,401 △50.0

ユーロ/ポンド(単位：万ユーロ) 81,544 48,521 △40.5

(注)　通貨別取引高には外国為替取引システムのASP提供先および「大証ＦＸ」の取引を含んでいます。
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(3) 自己資本規制比率

自己資本規制比率の推移は次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前事業年度末

(平成24年３月31日)
当事業年度末

(平成25年３月31日)

基本的項目 　 (Ａ) 4,787,915 3,770,787

補完的項目 　 (Ｂ) 321 409

　 その他有価証券評価差額金(評価益)等 　 ― ―

　 金融先物取引責任準備金等 　 321 409

　 一般貸倒引当金 　 ― ―

　 長期劣後債務 　 ― ―

　 短期劣後債務 　 ― ―

控除資産 (Ｃ) 1,245,642 1,076,930

固定化されていない自己資本(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 3,542,594 2,694,266

リスク相当額　　　　　　　(Ｆ)＋(Ｇ)＋(Ｈ) (Ｅ) 822,963 688,713

　 市場リスク相当額 (Ｆ) 5,082 3,555

　 取引先リスク相当額 (Ｇ) 13,487 949

　 基礎的リスク相当額 (Ｈ) 804,393 684,208

自己資本規制比率　　　　　(Ｄ)／(Ｅ)×100 　 430.4％ 391.2％

　

(4) 外国為替保証金取引における口座数および預り保証金残高

口座数および預り保証金残高の推移は次のとおりです。

区分
前事業年度末

(平成24年３月31日)
当事業年度末

(平成25年３月31日)
前事業年度比
(％)

総口座数 120,998 133,710 +10.5

　(内稼動口座) (32,727) (34,958) +6.8

預り保証金 (千円) 13,815,989 14,457,408 +4.6

(注)　総口座数には、ASP提供先の口座数は含まれていません。
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３ 【対処すべき課題】

　平成23年８月の保証金規制の完全実施以降、低迷が続いていた当社の取引高は、当期に入っても改善傾向

がみられず、特に第２四半期の取引高は為替相場の影響もあいまって、かつてないほどの低調な状況に陥り

ましたが、平成24年９月の当社株式公開買付けにより親会社グループが変更になったことに伴い、事業戦略

を大幅に転換したことにより、第３四半期以降の当社の取引高は、業界平均を凌ぐ勢いで伸張しています。

　反面、価格競争力の強化は収益性の低下を招き、各種経費の削減に努めたものの営業収益の伸び悩みをカ

バーするに至らず、当期は全四半期において最終損失を計上する結果となりました。しかしながら、経費削

減の主要施策であるシステム関連経費の削減や本社事務所移転等の効果は当期においては限定的であり、

また、経営資源の集中に伴う一部サービスの休止によって、固定資産の処分等の一時的な費用を特別損失に

計上したことで固定費の削減を図りました。これらは来期以降の業績回復に大きく貢献することが期待さ

れます。

　今後、一刻も早い業績回復のため、グループ企業との連携強化等により低下した収益性を改善し、商品内容

の見直しによる取引の活性化や新商品の投入等により収益力の強化を図るとともに、業務運営の効率化の

ための業務管理システムの刷新等さらなるコスト削減に努め、安定的に利益を創出できる事業構造への早

期転換を目指しています。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業運営上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を、以下に記載しています。ま

た、投資家の皆様に対する情報開示の観点から、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項について

も、投資判断上、重要であると考えられる事項については、積極的に開示しています。当社は、これらのリス

クが発生する可能性を認識した上で、発生の回避並びに発生した場合の適切な対応に努める所存ですが、当

社株式に関する投資判断は、以下の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えます。

なお、本項目における将来に関する事項は、別段の記載がない限り、本書提出日現在において当社が判断

したものです。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクを網羅するものではありませんので

ご留意下さい。

　
(1) 当社の事業環境に係るリスクについて

①　外国為替保証金取引の成長性について

当社の主要事業である外国為替保証金取引は、近年の個人資産運用の多様化や関連法令・投資環境

の整備などにより、今後も持続的な成長が見込めるとの前提で事業計画を策定していますが、国内外の

景気動向や金融情勢、あるいは新たな競合金融商品の出現などの要因により、予想に反して市場規模が

拡大しないという状況が起こる可能性は否定できません。その様な事態が生じた場合には事業拡大を

図ることが困難となる可能性があります。

　
②　外国為替相場の変動が当社に与える影響について

現在の当社の収益の大部分は、外国為替保証金取引に係る外国為替取引損益であり、お客様の取引高

の増減に左右される傾向にあります。一般的には、為替相場の変動率が高いほどお客様の取引高が増加

し、逆に変動率が低くなるとお客様の取引高は減少します。また、相場変動がお客様にとって不利に働

き損失となった場合、お客様の投資意欲の減退を招き、取引高が減少することも想定されます。このよ

うな状況が長期化した場合には、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
③　外国為替市場の流動性が当社に与えるリスクについて

　当社の主要事業である外国為替保証金取引は、各国の通貨を売買する取引です。米ドルをはじめ当社

が扱っている外国通貨については、通常、高い流動性が確保されていますが、天災地変、戦争、政変ある

いは外国為替取引の規制等特殊な状況が発生して外国為替市場の流動性が著しく低下した場合には、

インターバンク市場においてお客様のオーダーをカバーすることが困難となる可能性も否定はできま

せん。そのような状況が発生した場合には、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　
④  法令改正や監督官庁の政策動向・規制が当社に与えるリスクについて

　外国為替保証金取引その他デリバティブ取引は、金融商品取引法および関連法令の規制を受けてお

り、法令改正あるいは新法令の施行などにより、当社の期待通りに事業を展開できなくなる可能性があ

ります。また、監督官庁である金融庁の政策動向・規制も事業活動に重大な影響を与える可能性があ

り、当社の財政状態および経営成績にも影響を及ぼす可能性があります。

　
⑤　競合状況について

　外国為替保証金取引業界においては、大手・準大手クラスの伝統的証券会社やネット銀行のほか、異

業種の参入も相次ぎ、商品やサービスの多様化、手数料の引下げおよび無料化、スプレッド縮小の動き

など、お客様の獲得競争が激化しています。

　当社は、安定した取引システムを基盤にお客様のニーズに応える商品・サービスを提供することを方

針としています。具体的には、当社固有の仕組み「自動ストップロス制度(*)」が特長的な店頭外国為

替保証金取引『選べる外貨』、外国為替オプション取引を取引しやすくアレンジした『選べるＨＩＧ
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Ｈ・ＬＯＷ』を提供、さらにマーケット情報として、チャート分析、市場動向に基づいた売買戦略、動画

による解説まで取引の手がかりとなる情報を幅広く提供しています。こうした他社との差別化戦略が

当社の期待通りに実現しない場合には、お客様の離散等により当社の競争力に影響を与える可能性が

あります。また、新規のお客様を獲得するために必要な費用が増加することも考えられ、当社の財政状

態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(*)口座残高全体で管理するマージンコール制度や追証制度と異なり、「個々のポジション」に対して、コース毎

に定められた損失レベルに自動的にストップロス注文が設定される仕組みです。

　
⑥　電力供給停止リスクについて

　外国為替市場は、世界中で24時間常に取引が行われています。当社の主たる事業である外国為替保証

金取引も、24時間いつでも取引できることが特長のひとつとなっています。

　当社は、以前よりコンピュータシステムの安定稼動を非常に重要な経営課題と位置付けており、異な

る地域にバックアップシステムを構える等の二重化・冗長化を進め、お客様に安定した取引環境を提

供すべく万全の体制を構築する努力を重ねてきました。

　データセンタは24時間連続運転可能な自家発電装置を備えていますが、大震災発生等の影響により

データセンタへの電力供給が停止され、かつ何らかの理由により自家発電装置が機能しなくなった場

合には、お客様に提供する取引システムの停止により当社の財政状態および経営成績に重大な影響を

及ぼす可能性があります。

　また、当社のオフィスビルが使用できない事態に備え、より安全性の高いデータセンタ内のオフィス

で主要業務を滞りなく継続できる環境を準備しています。しかしながら、データセンタの電力供給が完

全に停止された場合には、カバー業務の継続が困難となり、当社の財政状態および経営成績に重大な影

響を及ぼす可能性があります。

　
(2) 当社の事業構造に係るリスクについて

①　特定の事業への依存度が高いことについて

　当社は、インターネットを通じた外国為替保証金取引を主業務としており、収益面での同業務への依

存度が高いため、為替相場の変動が長期にわたって停滞するなどによりお客様の取引高が減少した場

合、取引システムが正常に機能しなくなった場合、当業務に関する諸経費が大幅に増加した場合、その

他外部環境の変化により市場が縮小した場合などには、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　
②　人員の確保および体制の整備について

　当社は、業容の拡大、収益構造の変革、業界並びに法的環境の変化などに対応して、必要な人材の確保

や組織体制の構築に注力してきました。今後も社員教育の充実により組織体制の強化に努めるととも

に、必要な人材の確保に努めていきます。しかしながら、従業員の定着化や優秀な人材の確保ができな

かった場合は、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
③　今後の事業方針について

　当社は、外国為替保証金取引業界において益々競争が激化していることを認識しつつ、今後の事業方

針として、安定的に利益を創出できる事業構造への転換を目指します。具体的には、主力商品である店

頭外国為替保証金取引『選べる外貨』に集中し、お客様に分かりやすい商品となるよう商品性・サー

ビスの改善を行うとともに、お客様のニーズにマッチした取引ツールの提供・改善等により、更なるお

客様の獲得・お客様の取引高の増加等に努める一方、取引システムの安定性を確保した上で全体の最

適化・効率化を進め、情報システム関連経費を中心に大幅な経費の削減を図っていきます。しかしなが

ら、内外の環境変化などにより当社の事業計画、施策が十分に達成できない場合や、お客様のニーズを

十分に反映できない場合は、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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④　システムについて

　当社は、コンピュータシステムの安定稼動を非常に重要な経営課題と位置付けており、様々な対策を

講じています。

　すなわち、取引システムが稼動するコンピュータのCPU値等のモニタリングと監視を常に行っており、

レスポンス低下や異常の兆候が現れる前に、計画的な増強、システム改修を実施しています。また、取引

システムで採用しているIBM社製の基幹サーバは、１台の筐体中で多重部品構成となっており、万一、単

一部品が故障しても停止する可能性が極めて低い仕様となっています。更に、異なる地域のデータセン

タ各々に基幹サーバを配置し、リアルタイムでデータ同期を行っており、主系の基幹サーバが停止する

ような事態が発生した場合でも短時間で別の基幹サーバに切り替えを行うことが可能です。また、シス

テム運用体制として、情報セキュリティ管理の国際規格である「ISO/IEC 27001:2005」やITサービス

管理の国際規格である「ISO/IEC20000-1:2011」の管理手法を取り入れ、継続的にシステム運用全般の

見直しを行っています。

　しかしながら、天災地変、戦争、政変等によりインターネット等の社会インフラや、電力供給が停止し

た場合、何らかの不備によりコンピュータシステム障害や不正アクセスが発生した場合は、為替の売買

取引が停止することによる機会損失、当社の信用および企業イメージの低下によるお客様の減少、並び

に損害賠償義務の負担等により、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社は、自社商品の改良、新商品の開発、ASP提供先の商品改良、社内システム等について、継続的

に自社および業務委託先にてシステム開発を行っていますが、その開発スケジュールに遅延が生じた

場合には、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。　

　
⑤　カウンターパーティについて

　当社の店頭外国為替保証金取引『選べる外貨』およびASPサービスのお客様との取引において、お客

様同士の売買がマッチング(所謂「為替マリー」)しない部分については、当社に外国為替持高(ポジ

ション)が発生します。このポジションの為替相場変動リスクおよび金利(スワップポイント)変動リス

クを回避するため、当社は速やかにカウンターパーティとの間でカバー取引を行っています。

　当社は、カウンターパーティのシステムリスク等を軽減するために、複数の銀行等有力金融機関を相

手にカバー取引を行っています。しかし、すべてのカウンターパーティにおいて、システム障害等が発

生した場合には、当社のカバー取引が困難になり、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

　
⑥　ビジネスモデルについて

　当社の店頭外国為替保証金取引『選べる外貨』およびASPサービスのビジネスモデルは、お客様への

提示レートとカバー先金融機関との取引レートとの差などから安定的に収益が上がることを前提とし

ています。しかしながら、外国為替相場が急激かつ大幅に変動した場合において、カバー先金融機関と

の取引条件の変化に対応して、お客様への提示レートを適時に変更できない場合には、当社が損失を被

る可能性があります。また、お客様との取引が計画通りに拡大しない状況が長期にわたって継続する場

合には、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
⑦　信用リスクについて

　当社は、お客様が外国為替保証金取引で不測の損失を被ることを未然に防止するため、法令に定める

ロスカット・ルールに則り、お客様から預託を受けた保証金の範囲内で取引が完了するよう努めてい

ますが、市場環境の急変等により保証金を超える損失が発生する可能性もあります。この場合、当社は

お客様に不足資金を請求しますが、お客様が不足分を支払うことができない場合には、お客様に対する

債権の一部または全部が回収不能となる虞があります。

　また、当社は銀行等金融機関をカウンターパーティとするカバー取引を行っていますが、当該カウン

ターパーティの信用状況によっては、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性がありま
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す。

　
⑧　資金流動性リスクについて

　当社は、銀行等金融機関との間でカバー取引(外国為替取引)を行った場合、予め定められた期日に資

金決済を行います。この資金決済の金額は、お客様の売買損益およびポジションの評価損益に応じたも

のとなりますが、お客様の保証金等を信託勘定で区分管理していることにより、為替相場が大幅に変動

し、信託勘定からの出金が遅れる場合などには、一時的に自己資金が不足する可能性があります。

　こうした事態にも対応できるよう、当社は、資金繰りを厳格に行い十二分な手許流動性を備えるとと

もに、複数の銀行との間で当座貸越契約(極度額合計40億円)を締結しています。しかしながら、この資

金調達枠を超える資金需要が生じた場合、あるいは当座貸越契約の更新が困難になった場合等におい

て、他の代替的な資金調達手段が確保できなかった場合には、当社の取引の決済および事業の遂行に影

響を及ぼす可能性があります。

　
(3) 当社事業に関連する法的規制に関わるリスクについて

①　金融商品取引法に基づく登録・認可について

　当社は金融商品取引法に基づき、外国為替保証金取引業を営むために必要とされる「金融商品取引

業」の登録を行い、数々の法令・規則等を遵守しています。金融商品取引法第52条(金融商品取引業者

に対する監督上の処分)および第53条(自己資本規制比率についての命令)などに規定する事由に該当

した場合は、登録の取消を含む行政処分が下されます。

　なお、金融商品取引法第52条および第53条に規定する登録取消事由等は以下のとおりです。

・外国の法令により受けている登録が取消された場合

・金融商品取引法その他の法律又は外国の法令に違反し罰金刑を受けた場合

・他に行う事業が公益に反すると認められる場合

・役員等が成年被後見人、破産者、禁固以上の刑の受刑者等に該当した場合

・資本金の額が公益または投資者保護に必要な政令で定める額に満たない場合

・株式会社または外国の法令に準拠して設立された取締役会設置会社と同種類の法人でない場合

・純資産額が公益または投資者保護に必要な政令で定める額に満たない場合

・他の金融商品取引業者の商号と同一の商号または他の同業者と誤認されるおそれのある商号を用

いようとした場合

・国内に営業所を有しなくなった場合

・営業所の所在地を確認できなくなった場合

・不正な手段により金融商品取引業の登録を受けた場合

・金融商品取引業またはこれに付随する業務に関する行政処分に違反した場合

・支払不能に陥るおそれがある場合

・金融商品取引業に関し、不正または著しい不当な行為をした場合でその情状が特に重い場合

・自己資本規制比率が100％を下回り、かつ回復する見込みがないと認められる場合

　
　当社では、法令・規則等に反することのないよう内部管理体制を整備し、法を遵守した業務展開を

図っているため、現在まで、かかる法律等への違反が生じた事象はありません。しかしながら、今後、こ

れらの法令に関する改正等に際し、当社の対応に遅延が生じる等の事態が発生した場合、当社の信用お

よび企業イメージの低下を招き、財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があり、更には、当社

の事業の継続そのものに影響を及ぼす可能性があります。

　
②　自己資本規制比率について

　金融商品取引業者には、金融商品取引法第46条の６に基づき、自己資本規制比率の維持が課せられて

います。自己資本規制比率とは、固定化されていない自己資本をその会社が有するリスク(市場リスク、
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取引先リスク、基礎的リスク)の総額で除した値のことで、財務の健全性を計る重要な指標で、同条第２

項において、金融商品取引業者は自己資本規制比率が120％を下回ることのないようにすることが義務

付けられています。また、金融商品取引業等に関する内閣府令第179条第４項により、自己資本規制比率

が120％を下回った場合には、「自己資本規制比率の状況を回復させるために自らとるべき具体的措置

に関する計画書」を提出することが義務付けられています。更に金融商品取引法第53条第２項により、

自己資本規制比率が100％を下回った場合には、３ヶ月以内の期間を定めて業務の全部または一部の停

止を命ぜられる可能性があり、また同条第３項により、３ヶ月を経過しても回復せず、かつ回復する見

込みがない場合には、金融商品取引業者の登録が取消される可能性があります。なお、当社の平成25年

３月31日現在の自己資本規制比率は391.2％です。

　
③　個人情報の保護に関する法律について

　個人情報の保護に関する法律は、個人情報の不適正な取り扱いによる個人の権利利益の侵害を未然に

防止するため、個人情報を取り扱う企業に対して様々な義務と対応を定めた法律です。

　当社は、上記法律の遵守を非常に重要な経営課題と位置付けており、社内規程を整備するとともに、従

業員への教育等に取り組んでいます。その証左として、情報セキュリティ管理の国際規格である

「ISO/IEC 27001:2005」を取得しています。

また、個人情報を取り扱う業務を外部に委託する場合も、委託先と機密保持契約を結び、その管理お

よび保護には厳格に対応しています。しかし、不測の事態によってお客様情報の漏洩・流出等の事故が

発生した場合、信用の失墜により当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす虞があり、また、損害

賠償責任を負う可能性もあります。

　
④　区分管理について

当社は、みずほ信託銀行株式会社と信託契約を締結し、お客様の資産を金銭信託にて区分管理してお

り、万が一当社が破綻した場合にも、お客様の資産は受益者代理人(社外弁護士)から直接お客様へ返還

されます。また、信託口座の信託財産は、信託銀行固有の財産から切り離して取り扱われ、万が一信託銀

行が破綻した場合でも保全される仕組みになっています。

しかしながら、法的規制が更に強化された場合には、その対応に要するコストの上昇、あるいは技術

的対応の遅れなどによるお客様の離散などにより、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。
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⑤　本人確認について

　犯罪による収益の移転防止に関する法律は、マネー・ロンダリング、テロ資金対策に資する金融機関

のお客様管理体制の整備促進を目的として定められたいわゆる本人確認法の適用範囲を、金融機関等

以外に拡大し、平成20年３月に施行されました。また、平成25年４月には、取引時の確認事項が追加され

た、改正犯罪収益移転防止法が施行されています。

　当社はかかる法律に基づき、口座開設時に公的証明書等により厳正にお客様の本人確認を行い、また、

口座開設後も必要に応じて再度本人確認を行い、その記録を作成、保存しています。

　今後も、当社は法令遵守を徹底していきますが、かかる法律への違反事象が発生した場合は、当社の信

用の低下を招く虞があり、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
⑥　各種法的規制の改正等について

　当社は金融商品取引法、個人情報の保護に関する法律、犯罪による収益の移転防止に関する法律のみ

ならず、金融商品の販売等に関する法律、消費者契約法、外国為替及び外国貿易法、信託法などの諸法

令、更には一般社団法人金融先物取引業協会の定める諸規則などの各種規制に従って業務を遂行して

います。

　当社はコンプライアンスの徹底を図り、各種法令等の遵守に努めていますが、将来的に当社業務に関

係する各種法令等の制定、改定あるいは実務慣行の解釈等に変更があった場合には、当社の各種業務や

財務方針等または当社のお客様の取引動向に変化が生じ、当社の財政状態および経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

　
(4) 主要株主について

　ＧＭＯクリックホールディングスは、平成24年９月の当社株式公開買付けにより当社普通株式

6,311,501株を取得し、当社に対する議決権保有割合が過半数（77.92％）となったため、当社の親会社

および主要株主である筆頭株主となりました。これに伴い、ＧＭＯクリックホールディングスの完全親

会社であるＧＭＯインターネット株式会社（以下「ＧＭＯインターネット」といいます。）も、当社の

親会社に該当することとなりました。また、当社の親会社および主要株主であり筆頭株主であった伊藤

忠商事株式会社（以下「伊藤忠商事」といいます。）については、その所有する全ての当社の普通株式

について本公開買付けに応募したことから、当社の親会社および主要株主である筆頭株主には該当し

ないこととなりました。

　
①　親会社であるＧＭＯインターネットおよびＧＭＯクリックホールディングスとの関係について

　当社は、親会社であるＧＭＯインターネットおよびＧＭＯクリックホールディングスとの関係が友好

的に推移するものと想定していますが、ＧＭＯインターネットおよびＧＭＯクリックホールディング

スの経営方針の変更により、当社株式の保有比率に大きな変更があった場合には、当社の事業運営等に

影響が出る可能性があります。

　
ⅰ）金融商品取引法第32条に規定する主要株主について

　ＧＭＯインターネットおよびＧＭＯクリックホールディングスは、金融商品取引法第32条に規定す

る主要株主に該当します。金融庁長官は、金融商品取引業者の主要株主が金融商品取引法第29条の４

第１項第５号ホ(1)から(3)までのいずれかに該当する場合には、当該株主に対して３ヶ月以内の期

間を定めて当該業者の主要株主でなくなるための措置その他必要な措置をとることを命じることが

できるとされています。

(注)　金融商品取引法第32条に規定する主要株主とは、会社の総株主等の議決権の20％(財務および業務の方針

の決定に対して重要な影響を与えることが推測される事実として内閣府令で定める事実がある場合に

は、15％以上の議決権を保有している者をいいます。
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ⅱ）ＧＭＯインターネットおよびＧＭＯクリックホールディングスとの取引について

　当社とＧＭＯインターネットおよびＧＭＯクリックホールディングスの間には、３月末時点では、

重要な取引関係はありません。
　　

ⅲ）役員の兼務について

　取締役（非常勤）の小川裕之は、ＧＭＯクリックホールディングスの経営企画部長およびＧＭＯク

リックホールディングスの完全子会社であるＧＭＯクリック証券株式会社（以下「ＧＭＯクリック

証券」といいます。）の経営企画部長を兼務しています。小川裕之は、総合商社で培った知識と経験

を有しており、当社の経営に必要な人材との判断に基づいて当社が招聘しました。

　取締役（非常勤）の原好史は、ＧＭＯクリック証券のシステム監査室長を兼務しています。原好史

は、証券業界で豊富な経験を有しており、当社の経営に必要な人材との判断に基づいて当社が招聘し

ました。

　取締役（非常勤）の山本樹は、ＧＭＯクリックホールディングスの取締役兼執行役およびＧＭＯク

リック証券の監査役を兼務しています。山本樹は、公認会計士としての会計、財務等に係る高度な知

識や、上場企業の財務部門の管理職としての豊富な経験を有しており、当社の経営に必要な人材との

判断に基づいて当社が招聘しました。

　監査役（非常勤）の遠藤雅宏は、ＧＭＯクリックホールディングスの経営管理部長、ＧＭＯクリッ

ク証券の取締役、ＧＭＯクリック・インベストメント株式会社の取締役を兼務しています。遠藤雅宏

は、証券業界で豊富な経験を有しており、当社の経営に必要な人材との判断に基づいて当社が招聘し

ました。

　監査役（非常勤）の小倉啓吾は、ＧＭＯインターネットの監査役（非常勤）を兼務しています。小

倉啓吾は、公認会計士としての豊富な知識と見識を有しており、当社の経営に必要な人材との判断に

基づいて当社が招聘しました。

　
②　カブドッドコム証券株式会社との関係について

　カブドッドコム証券株式会社は、当社議決権の10.11％を保有する主要株主です。同社とは良好な関係

にありますが、今後の同社の事業環境、経営戦略によっては関係に変化が生じる可能性があります。

　当社は、同社にASPサービスを提供しています。同社とのASPサービス契約が解除された場合は、当社の

取引高が減少することから、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(5) 知的財産権について

　当社が事業を遂行するに際して利用する技術、商標、著作その他の知的財産権については、当社の認識す

る限り第三者の権利を侵害しておらず、また、今後も侵害することのないように細心の注意を払っていき

ますが、万が一、第三者の権利を侵害し、あるいは使用権等を適切に取得していないことなどが判明した

場合は、当該第三者へのライセンスフィーの支払い、当該第三者との係争、または、当社のサービスの後退

もしくは信用低下等によって損失が生じ、当社の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 顧客区分管理信託契約

　
相手方の名称 国名および所在地 契約品目 契約内容 契約期間

みずほ信託銀行㈱
日本
東京都中央区

特定金銭信託
・顧客区分管理信託
契約

・信託開始日：平成17年３月
７日、その後１年毎の自動
更新

　

(2) 業務委託契約

　
相手方の名称 国名および所在地 契約品目 契約内容 契約期間

伊藤忠テクノソ
リューションズ㈱

日本
東京都千代田区

ソフトウェアの開
発業務等

・業務委託基本契約
・平成18年９月１日から１年
間、その後１年毎の自動更
新ＴＥＲＩＳＳ㈱

日本
福岡県福岡市博多
区

ＴＥＲＩＳＳ㈱
日本
福岡県福岡市博多
区

ソフトウェアの開
発業務等

・業務委託基本契約
・平成22年９月１日から１年
間、その後１年毎の自動更
新

(注) 当事業年度において解除した業務委託契約

相手方の名称 国名および所在地 契約品目 契約内容 契約期間

㈱みんかぶ
日本 
東京都港区

「みんなの外
為」サービスの
開発・運用・保
守等

・基本合意
 

・サービス開始(平成22年４
月25日)から２年間、その
後１年毎の自動更新

・みんなの外為に係
る運営及び運用・
保守業務委託契約

・平成21年11月２日から１
年間、その後１年毎の自動
更新

「みんなの外
為」サービスに
係るソフトウェ
ア開発

・ソフトウェア開発
委託基本契約

・同上

　

(3) 業務提携契約

　

相手方の名称 国名および所在地 契約品目 契約内容 契約期間

カブドットコム証
券㈱

日本
東京都千代田区

外国為替保証金取
引システムの提供

・外国為替取引ASP
サービスの利用に
関する基本契約

・サービス開始(平成19年５
月２日)から２年間、その後
１年毎の自動更新

・外国為替レート提
供ASPサービスの
利用に関する契約

・同上

・金融・経済情報配
信ASPサービスの
利用に関する契約

・同上

・ISDA基本契約書
（注）

・平成18年４月19日から２年
間、その後は当事者の一方
から書面による意思表示が
ない限り１年毎の自動更新

・外国為替取引基本
契約

・同上

(注)　ISDA基本契約書は、世界の多くの金融機関が加盟するInternational Swaps and Derivatives Association,

Inc.(国際スワップ・デリバティブ協会)が作成したデリバティブ取引の基本契約書であり、相対でデリバティ

ブ取引を行う際に世界的に「市場標準」として利用されているものです。
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(4) カバー取引業務関連契約
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相手方の名称 国名および所在地 契約品目 契約内容 契約期間

バークレイズ銀行 London, U.K.外国為替取引

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約

・平成19年１月19日

　　期限なし

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成19年10月23日

　　期限なし

シティバンク，エ
ヌ・エイ

New York, U.S.A.外国為替取引

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約

・平成19年２月16日

　　期限なし

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成19年10月23日

　　期限なし

ＪＰモルガン・
チェース銀行

New York, U.S.A.外国為替取引

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約

・ソフトダウンロードのログ
イン毎

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成19年10月23日

　　期限なし

ユービーエス・エ
イ・ジー銀行

Z u r i c h ,
Switzerland

外国為替取引

・ISDA基本契約書
（注）１

・平成19年２月20日

　　期限なし

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約

・平成19年１月23日

　　期限なし

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成22年８月13日

　　期限なし

ドイツ銀行
F r a n k f u r t ,
Germany

外国為替取引

・ISDA基本契約書
（注）１

・平成19年２月20日

　　期限なし

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約

・ソフトダウンロードのログ
イン毎

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成19年10月１日

　　期限なし

ゴールドマン・
サックス・イン
ターナショナル

London, U.K.外国為替取引

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約

・ソフトダウンロードのログ
イン毎

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成20年５月７日

　　期限なし

コメルツ銀行
F r a n k f u r t ,
Germany

外国為替取引

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約

・平成19年10月10日

　　期限なし

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成21年10月26日

　　期限なし

バンク・オブ・ア
メリカ，エヌ・エ
イ

New York, U.S.A.外国為替取引

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約（注）２

・平成21年４月27日

　　期限なし

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成21年９月10日

　　期限なし

モルガン・スタン
レー・アンド・カ
ンパニー・イン
コーポレーテッド

New York, U.S.A.外国為替取引

・外国為替取引相殺
契約

・平成21年９月27日

　　期限なし

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約（注）２

・平成21年４月27日

　　期限なし

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成21年９月10日

　　期限なし

ノムラ・インター
ナショナル・ピー
エルシー

London, U.K.外国為替取引

・外国為替取引プ
ラットフォーム利
用契約（注）２

・平成24年６月11日

　　期限なし

・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成24年５月22日

　　期限なし

みずほコーポレー
ト銀行

日本
東京都千代田区

外国為替取引
・プライムブロー
カー契約（注）３

・平成25年１月16日

　　期限なし
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相手方の名称 国名および所在地 契約品目 契約内容 契約期間

みずほ銀行
日本
東京都千代田区 支払承諾取引

 
・保証委託契約

・平成22年８月31日

　保証債務履行請求期限定め
ず 

(注) １　ISDA基本契約書は、世界の多くの金融機関が加盟するInternational Swaps and Derivatives Association,

Inc.(国際スワップ・デリバティブ協会)が作成したデリバティブ取引の基本契約書であり、相対でデリバ

ティブ取引を行う際に世界的に「市場標準」として利用されているものです。

２  世界の多くの金融機関に汎用外国為替取引プラットフォームを提供している FX Alliance International,

LLCとの契約を介した取引です。

３  ドイツ銀行をプライムブローカー（決済銀行）とした契約です。

　
(5) その他の契約

　
相手方の名称 国名および所在地 契約品目 契約内容 契約期間

㈱大阪証券取引所
（注）

日本
大阪府大阪市中央
区

情報提供契約
（取引所外国為替
証拠金取引）

・取引所外国為替証
拠金取引に係る相
場情報の利用契約

・平成23年３月28日から１年
間、その後は当事者の一方
から書面による意思表示が
ない限り１年毎の自動更新

㈱インターネット
イニシアティブ

日本 
東京都千代田区

IIJ Raptor サー
ビス利用契約

・大証ＦＸ ASPシス
テムの利用契約

 

・平成22年９月７日契約。契
約期間は、平成25年７月31
日まで

(特非)証券・金融
商品あっせん相談
センター

日本
東京都中央区 手続実施基本契約

・苦情処理手続及び
あっせん手続に関
する契約

・平成23年４月１日から１年
間、その後１年毎の自動更
新

(注)　「大証ＦＸ」サービスに伴う契約です。「大証ＦＸ」参加者は、この契約以外にも株式会社大阪証券取引所の定

める規約、ガイドライン等に従っています。

　
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりです。なお、本項においては、将来に関する事

項が含まれていますが、当該事項は本書提出日現在において当社が判断したものです。

　
(1) 重要な会計方針および見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成していま

すが、その作成に際しては、会計方針の選択・適用、資産・負債および収益・費用の報告金額および開示

に影響を与える見積りを必要とします。これらの見積りについては、過去の実績等を勘案して合理的に判

断していますが、見積りは不確実性を伴うものであり、実際の結果と異なる場合があります。

当社の財務諸表作成にあたって採用した重要な会計方針は「第一部〔企業情報〕第５〔経理の状況〕

1〔財務諸表等〕(1)〔財務諸表〕〔注記事項〕（重要な会計方針）」に記載のとおりですが、以下の重

要な会計方針は、財務諸表の作成に際して行われる重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすものと考

えています。

①　繰延税金資産

当社は、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性が高いと考えられる金額を繰延税金資産とし

て計上していますが、将来の業績悪化等により繰延税金資産の全部または一部について回収可能性が

見込めないと判断した場合、当該判断を行った時点で繰延税金資産の調整額を費用として計上する可

能性があります。

②　賞与引当金・役員賞与引当金

従業員並びに役員の賞与の支給に備えるため、当期末における支給見込額を計上する方法によって

います。

③　金融商品取引責任準備金

デリバティブ取引等に関する事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５に基づき、金

融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定めるところにより算出した金額を計上する方法によっ

ています。

④　固定資産の減損

当社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しています。適用にあたっては、合理的な予測に基づ

いて将来キャッシュ・フローを見積っておりますが、この見積りに修正が生じた場合、減損損失の計上

が必要となる可能性があります。

　
(2) 当事業年度の経営成績の分析

外国為替保証金取引（FX）業界では、顧客獲得に向けスプレッド競争が勢いを増すなど事業環境が一

段と厳しさを増す中で当社は、９月にＧＭＯクリックホールディングスによる当社株式公開買付けを受

けて、改めて事業の方向性を見直すこととなりました。新たな親会社のもと、当社は他社にはない「お客

様に近い存在であること」をベースに商品・サービスの提供に注力してきました。

　お客様に好評をいただいている会場セミナーは、東京会場以外にも、浜松、札幌、神戸、横浜にて開催する

とともに、為替市場の注目材料である米国雇用統計発表時刻に合わせて開催される当社の人気イベント

『雇用統計ＮＩＧＨＴ』も大阪や東京で計４回開催し、多くのお客様にご来場いただくこととなりまし

た。

　また、当社の強みである情報発信においても、今年度は新たな動画コンテンツをリリースするとともに、

ラジオNIKKEIでのFX番組『夜トレ』に加え、日経CNBCでも新番組『FXまるわかりナイト』を平成25年１

月よりスタートさせ、個人投資家の皆様に、よりFXを身近なものに感じてもらう事に注力しました。

　商品面においては出遅れ感のあった提供レートのスプレッド縮小にもテコ入れを図り、年度初めに1.8

銭だったドル／円のスプレッドを、10月には0.5銭まで縮小することで価格競争力を高めるとともに、取

引の利便性を考慮し、iPad専用のアプリ「PRIMEアプリＳ」のサービスを開始したほか、スマートフォン

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

有価証券報告書

29/94



用のアプリに初めて採用したハイスピード注文機能をパソコン版ウィジェットとして提供し、取引環境

の向上に努め取引量の拡大を図りました。

　また、10月には商品性を簡素化してお客様が取引しやすい商品にリニューアルした外国為替オプション

取引『選べるＨＩＧＨ・ＬＯＷ』の提供を開始し、収益基盤の拡大を図りました。

一方で経営資源の集中を推進する中で、インターバンク直結型の『直トレＦＸ』は12月で取り扱いを

停止し、また３月には「大証ＦＸ」についても平成25年７月でのサービス停止を発表しました。

以上の結果、当事業年度末の外国為替保証金取引の口座数は133,710口座(前事業年度末比10.5％増)、

外国為替保証金取引預り保証金は14,457百万円(前事業年度末比4.6％増)と増加しました。スプレッド縮

小の効果から当事業年度の取引高は407,398百万通貨単位（前事業年度比39.4％増）と大幅に伸長した

ものの、スプレッド縮小による収益率の低下により、営業収益は2,488百万円（前事業年度は3,625百万

円）、営業損失は698百万円（同29百万円の営業利益）、経常損失は700百万円（同24百万円の経常利

益）、そして当期純損失は、当社が提供している商品・サービスの見直し、並びにシステム構成の再構築、

本社移転等に伴う特別損失の計上、および税効果会計の見直しにより繰延税金資産の取崩しを行った結

果1,017百万円（同4百万円の当期純利益）となりました。

　
(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社が取り扱う外国為替保証金取引は、一般的には外国為替市場の流動性が極めて高い為、外国為替相

場の変動率が高ければ高いほど、お客様の取引量が増加する傾向にあり、当社収益も増加する傾向にあり

ます。逆に変動率が低い場合は、お客様の取引量が減少する傾向にあり、当社の収益に影響を及ぼす可能

性があります。しかし一方で、天災地変、戦争、政変、ストライキ、外貨事情の急変などを含めて外国為替市

場の流動性が枯渇するような時に外国為替相場の変動率が高くなると当社の収益に影響を及ぼす可能性

があります。

　また同取引の認知度が高まった結果、取引の小口化と極めて狭いスプレッドが一般的となる傾向にあ

り、取引小口化および狭いスプレッドは当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。

　
(4) 財政状態の分析

資産は、前事業年度末比638百万円増の21,342百万円となりました。これは、主として顧客区分管理信託

の増加1,459百万円、現金及び預金の増加632百万円の一方で、外国為替保証金取引評価勘定の減少886百

万円、外国為替取引評価勘定の減少204百万円、外国為替取引差入担保金の減少197百万円等により流動資

産が782百万円増加したこと、並びにソフトウエア等の減価償却、除却等により固定資産が144百万円減少

したことによるものです。

負債は、前事業年度末比1,655百万円増の17,572百万円となりました。これは、主として外国為替取引預

り担保金の増加994百万円および外国為替保証金取引預り保証金の増加641百万円等によるものです。

純資産は、当期純損失1,017百万円による減少により前事業年度末比1,017百万円減の3,770百万円とな

りました。

　
(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは1,074百万円、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは△224百万円、財務活動によるキャッシュ・フローは△217百万円となり、その結果、当事業年度

末の現金及び現金同等物の残高は、期首より632百万円増加し4,716百万円となりました。

  キャッシュ・フローの動きは、「第一部〔企業情報〕第５〔経理の状況〕1〔財務諸表等〕(1)〔財

務諸表〕④〔キャッシュ・フロー計算書〕」に記載のとおりです。

  なお、各キャッシュ・フローの状況の詳細は、以下のとおりです。

　
〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕
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当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純損失968百万円に、増加要因とし

て外国為替取引預り担保金の増加994百万円、外国為替保証金取引評価勘定（流動資産）の減少916百

万円、外国為替保証金取引預り保証金の増加641百万円、減価償却費468百万円等がある一方で、減少要

因として、顧客区分管理信託の増加1,459百万円等により、1,074百万円の増加となりました。

　
〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の売却による収入41百万円があ

る一方で、無形固定資産の取得による支出263百万円等により224百万円の減少となりました。

　
〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出217百万円等によ

り217百万円の減少となりました。

　
②　資金需要および資金調達

当社の資金需要の主なものは、カバー取引(外国為替取引)に係る決済資金、取引システム等の設備投

資資金、並びに人件費・広告宣伝費等の営業経費です。

当社は、資金管理を適切に行い、十分な手許流動性を備えるようにしていますが、万が一、自己資金が

不足する時の準備として複数の銀行との間で当座貸越契約(極度額合計40億円)を締結しています。

　
(6) 戦略的現状と見通し

当社は、店頭外国為替保証金取引を中心とした外国為替取引を主たる事業としており、同業他社とのお

客様獲得競争および収益向上のため、

① 口座開設数の増加に向け、ブランドイメージ向上を目的とした広告戦略の強化、口座開設システム

の改善

② 取引の活性化のため、質・量ともお客様に満足いただける投資情報の継続的提供および定期的なセ

ミナーの開催、各種取引ツールの利用促進

③ 収益率の向上のためカバー取引のタイミング・数量・リジェクト率など、カバー取引の最適化を図

ることを目的とした検証環境の整備

④ 信頼性の高い取引環境の確保およびITサービス管理の国際規格である「ISO/IEC20000-1:2011」に

則った取引システム安定稼動、高レスポンス環境の維持強化および、システムコストの最適化の実

施

⑤ 情報セキュリティ管理の国際規格である「ISO/IEC 27001:2005」に則った運用による堅固な情報

セキュリティ管理体制の維持およびお客様情報を含む社内情報資産の適切な保護・監視

などに取り組んでいます。

　
当社は、今後も外国為替保証金取引を核にビジネス展開を図り、他社とは差別化された付加価値の高い

サービスを提供し、より一層の業務効率化による経営のスピードアップにより、お客様の創造と収益の向

上を目指します。

　
(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針については、「第一部〔企業情報〕 第２ 〔事業の状況〕 ３ 〔対処す

べき課題〕」に記載のとおりです。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度において、システムの安定稼動およびお客様サービスの向上等に対応するため、総額552百万

円の設備投資を実施しました。

上記投資総額には、支払総額249百万円のリース契約を含んでいます。

当事業年度の設備投資の内訳は、次のとおりです。

　

事業区分 設備の内容 金額(千円)

外国為替取引事業 各種サーバ機器類・システム開発 458,955

外国為替取引関連サービス事業 システム開発 28,071

全社 各種サーバ機器類・システム開発 65,733

合計 　 552,760

　

また、当社が提供している商品・サービスの見直し等に伴い、ソフトウエア等の一部資産を48百万円除却

しています。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成25年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業区分 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)建物

工具、
器具及び
備品

リース
資産

ソフト
ウエア

合計

本社
(東京都
 渋谷区)

外国為替取引事業
外国為替取
引システム

― 855277,126515,741793,723

49
〔7〕

外国為替取引関連
サービス事業

関連事業シ
ステム

― ― 1,45175,18776,639

全社 管理設備 14,3977,19323,23523,30268,129

合計 14,3978,049301,813614,232938,492
49
〔7〕

(注) １　帳簿価額には消費税等は含まれていません。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員(派遣社員およびパート社員)の年間平均雇用人員です。

３　現在休止中の設備はありません。

４　上記の他、リース契約により使用する主要な設備として、以下のものがあります。
　

事業所名
(所在地)

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(東京都渋谷区)

工具、器具
及び備品

一式

４年から６年 1,638 ―

ソフトウエア 一式
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　　重要な設備の新設等の計画は、当事業年度末時点では未定です。

　　　

(2) 重要な設備の除却等

　　　重要な改修および重要な除却等の計画はありません。　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,300,000 8,300,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株です。

計 8,300,000 8,300,000 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年５月１日
(注)１

7,035,9007,050,000 － 725,500 － 525,500

平成20年９月17日
(注)２

1,250,0008,300,000639,3751,364,875639,3751,164,875

(注) １　株式上場に向けての資本政策の一環として、平成20年４月30日最終の株主名簿に記載された株主の所有　

株式について、１株を500株に分割しています。

２　有償一般募集（ブックビルディング方式）

発行価格　　 1,100円

引受価額　　 1,023円

資本組入額　511.50円
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(6) 【所有者別状況】

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 9 23 ― 4 2,5302,567 ―

所有株式数
(単元)

― 147 8,58363,726 ― 9 10,53182,996 400

所有株式数
の割合(％)

― 0.17 10.3476.78 ― 0.01 12.68100.00 ―

(注) 自己株式200,090株は、「個人その他」に2,000単元、「単元未満株式の状況」に90株含まれています。
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(7) 【大株主の状況】

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＧＭＯクリックホールディングス㈱ 東京都渋谷区桜丘町20-１ 6,311 76.04

カブドットコム証券㈱ 東京都千代田区大手町１-３-２ 819 9.87

トッパン エムアンドアイ㈱ 東京都新宿区下落合１-５-22 40 0.48

㈱SBI証券 東京都港区六本木１-６-１ 16 0.19

阪本　雅寛 京都府京都市中京区 15 0.18

箕輪　寧子 群馬県高崎市 15 0.18

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２-４-６ 14 0.17

箕輪　愃 群馬県高崎市 12 0.15

浜谷　良一 埼玉県川越市 11 0.13

五十嵐　眞 神奈川県横浜市青葉区 11 0.13

計 ― 7,267 87.55

(注)１　上記のほか、当社所有の自己株式200千株（2.41％）があります。

２　「所有株式数」は、千株未満を切り捨てて表示しています。

３　「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点以下２位未満を切り捨てて表示しています。ま

た、「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、発行済株式総数から自己株式を控除しない株式数

を分母として算出しています。

４　カブドットコム証券株式会社は、当社が自己株式200千株を保有しているため、主要株主となっています。

５　平成24年８月２日から平成24年９月12日までの間に行われたＧＭＯクリックホールディングスによる当

社株式公開買付けにより、平成24年９月20日付で以下のとおり親会社および主要株主である筆頭株主が

異動しています。

　　ＧＭＯクリックホールディングスの公開買付け後の所有株式数は6,311千株（発行済株式総数の76.04

％）となり、当社の親会社および主要株主である筆頭株主となっています。また、前事業年度末では親会

社および主要株主であり筆頭株主であった伊藤忠商事は、その所有する全ての当社普通株式について本

公開買付けに応募したことから、当社の親会社および主要株主に該当しないこととなりました。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　　200,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　8,099,600 80,996 ―

単元未満株式 普通株式　　　　400 ― ―

発行済株式総数 8,300,000 ― ―

総株主の議決権 ― 80,996 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株を含んでいます。

　

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
(株）

所有株式数の
合計(株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合（％）

（自己保有株式）
ＦＸプライム
株式会社

東京都渋谷区桜丘町20-1 200,000― 200,000 2.40

計 ― 200,000― 200,000 2.40

(注)1　「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点以下２位未満を切り捨てて表示しています。

2　上記200,000株のほか、単元未満株式90株を有しています。

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　  普通株式

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行っ
た取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自
己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に
係る移転を行った取得自己
株式

― ― ― ―

その他(―） ― ― ― ―

保有自己株式数 200,090 ― 200,090 ―

(注)　当期間は、平成25年４月１日から有価証券報告書提出日までの期間ですが、当期間における保有自己

株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式は

含めていません。
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３ 【配当政策】

　当社は、第２四半期末および期末を基準日とし、年２回の配当を行うことを基本方針としてきましたが、当

第２四半期末並びに当期末配当につきましては、業績を勘案し、遺憾ではございますが無配とさせていただ

きました。なお、内部留保資金は、中長期の経営視点より、自己資本規制比率の高位安定のため財務体質を維

持するとともに、システムの維持・開発投資並びに今後の事業拡大への備えといたします。

　次期の配当につきましては、業績の回復とともに配当原資の確保に努め、まずは復配を目指します。

なお、剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会とし、「取

締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めていま

す。

　
４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 1,100 797 392 293 410

最低(円) 427 290 220 216 190

(注)　株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日から平成

22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日以降は大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものです。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高(円) 307 287 304 410 400 368

最低(円) 256 272 281 302 310 328

(注)　株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものです。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役

社長
－ 鬼頭　弘泰

昭和42年

７月17日

平成４年４月 株式会社三和銀行　入行

(注)３ －

平成15年４月 株式会社モビット　出向

平成17年４月 株式会社ライブドア　入社

平成17年11月 エキサイト株式会社　入社

平成20年11月 クリック証券株式会社（現 ＧＭＯ

クリック証券株式会社）　入社

平成20年12月 株式会社フォレックス・トレード　

代表取締役社長

平成24年３月 ＧＭＯクリック証券株式会社　経営

企画部長兼マーケティング室長

平成24年６月 ＧＭＯクリックホールディングス株

式会社　経営企画部長

平成24年９月 当社　顧問

平成24年11月 当社　代表取締役社長（現任）

取締役 業務部長 上田　眞理人
昭和30年

11月12日

昭和54年４月 株式会社東京銀行　入行

(注)３ 4,300

昭和61年４月 モルガン銀行　東京支店　入社

平成元年５月 ファースト インターステイト銀行　

東京支店　入社

平成３年５月 ナショナルウエストミンスター銀行

　東京支店　入社

平成６年４月 ミッドランド銀行　東京支店　入社

平成８年７月 ドレスナー銀行　東京支店　入社

平成15年12月 当社　取締役　業務推進本部長

平成19年３月 当社　常務取締役　業務推進本部長

平成21年６月 当社　専務取締役　業務推進本部長

平成24年９月 当社　代表取締役専務

平成24年11月 当社　取締役（現任）

平成24年12月 当社　業務部長（現任）

取締役
システム
部長

中林　卓也
昭和43年

４月15日

平成９年５月 ヤマトシステム開発株式会社　入社

(注)３ －

平成18年１月 当社　入社

平成18年10月 当社　情報システム部（現システム

部）部長（現任）

平成25年６月 当社　取締役（現任）

取締役
経営管理
部長

江頭　宏一
昭和45年
４月23日

平成６年４月 国土管理株式会社　入社

(注)３ －

平成13年３月 株式会社ネットマークス　入社

平成19年７月 高島株式会社　入社

平成20年２月 当社　入社

平成23年４月 当社　財務経理部長

平成24年12月 当社　経営管理部長（現任）

平成25年６月 当社　取締役（現任）

取締役

（非常勤）
－ 小川　裕之

昭和50年

４月４日

平成10年４月 株式会社三和銀行　入行

(注)３ －

平成12年10月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

　出向

平成17年11月 伊藤忠商事株式会社　入社

平成21年５月 当社　出向

平成24年10月 ＧＭＯクリック証券株式会社　入社　

経営企画部長（現任）

平成24年10月 ＧＭＯクリックホールディングス株

式会社　入社　経営企画部長（現任）

平成24年11月 当社　取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役

（非常勤）
－ 原　好史

昭和39年

４月23日

平成４年４月 株式会社ＣＳＫ　入社

(注)３ －

平成11年４月 有限会社ファイテック研究所　入社

平成18年２月 ＧＭＯインターネット証券株式会社

（現　ＧＭＯクリック証券株式会

社）　入社

平成19年11月 同社　執行役員

平成20年６月 クリック証券株式会社（現　ＧＭＯ

クリック証券株式会社）　取締役

平成22年11月 株式会社フォレックス・トレード　

代表取締役社長

平成23年５月 株式会社シェアーズ　代表取締役社

長

平成24年８月 ＧＭＯクリック証券株式会社　シス

テム監査室長（現任）

平成24年11月 当社　社外取締役（現任）

取締役

（非常勤）
－ 山本　樹

昭和50年

５月14日

平成10年４月 センチュリー監査法人（現新日本有

限責任監査法人）入所

(注)３ －

平成13年４月 公認会計士登録

平成19年７月 ＧＭＯインターネット株式会社 入

社

平成21年４月 同社 グループ財務部マネージャー

平成23年６月 ＧＭＯクリック証券株式会社 監査

役

平成24年１月 ＧＭＯクリックホールディングス株

式会社　取締役

平成24年11月 同社　取締役兼執行役（現任）

平成25年６月 ＧＭＯクリック・インベストメント

株式会社　取締役（現任）

平成25年６月 当社　社外取締役（現任）

平成25年６月 ＧＭＯクリック証券株式会社　取締

役（現任）

常勤

監査役
－ 岡 部　陸 秋

昭和32年

10月20日

昭和56年４月 東陶機器株式会社　入社

(注)４ 3,300

平成14年４月 株式会社メディス　入社　取締役　財

務部長

平成15年11月 当社　入社　管理業務室長

平成16年10月 当社　経営管理部長

平成18年４月 当社　取締役　経営管理本部長

平成19年３月 当社　常務取締役　経営管理本部長

平成24年11月 当社　取締役

平成25年６月 当社　監査役（現任）

監査役

（非常勤）
－ 遠藤　雅宏

昭和53年

４月13日

平成13年４月 日本グローバル証券株式会社　入社

(注)５ －

平成18年１月 株式会社ライブドア　入社

平成19年10月 ＧＭＯインターネット証券株式会社

（現　ＧＭＯクリック証券株式会

社）　入社

平成20年５月 クリック証券株式会社（現　ＧＭＯ

クリック証券株式会社）　経営管理

部長（現任）

平成23年11月 ＧＭＯクリック・インベストメント

株式会社　取締役（現任）

平成24年８月 ＧＭＯクリック証券株式会社　取締

役（現任）

平成24年９月 ＧＭＯクリックホールディングス株

式会社　経営管理部長（現任）

平成24年11月 当社　社外監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役

（非常勤）
－ 小倉　啓吾

昭和46年

７月19日

平成８年10月 センチュリー監査法人　入所

(注)５ －

平成12年４月 公認会計士登録

平成13年１月 株式会社パートナーズコンサルティ

ング　入社

平成14年９月 小倉公認会計士事務所設立　同事務

所所長（現任）

平成16年３月 ＧＭＯインターネット株式会社　監

査役（現任）

平成24年11月 当社　社外監査役（現任）

計 7,600

 (注) １　取締役のうち原好史および山本樹は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。

２　監査役のうち遠藤雅宏および小倉啓吾は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、また、当社は、社外

監査役小倉啓吾を、株式会社大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反の生じるおそれのない

独立役員として届け出ています。

３　取締役の任期は、平成25年６月21日開催の定時株主総会終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち、最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。

４　監査役岡部陸秋の任期は、平成25年６月21日開催の定時株主総会終結の時から４年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までです。

５　監査役遠藤雅宏、小倉啓吾の任期は、平成24年11月９日開催の臨時株主総会終結の時から４年以内に終了する

事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までです。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、経営管理機能の充実・強化を経営の重要課題と位置付け、コンプライアンスを重視した経営を

心掛けるとともに、内部管理体制の一層の充実を推進しています。また、業法の遵守は言うまでもなく、企

業行動基準等コンプライアンス関連規程についても、新人教育や各種社内研修等を通じて指導・教育に

努めています。

当社は取締役会と監査役、監査役会によるコーポレート・ガバナンス体制を採用しています。取締役会

は重要な業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督します。監査役会は取締役会から独立し、取締役

の職務の執行を監督します。また、当社では管掌役員制を導入し、取締役が担当業務を分担することによ

り機動的な業務執行を可能にするとともに、取締役相互の牽制機能を働かせています。これらにより迅速

な経営判断と適切な業務の運営を図り、企業価値の向上に努めています。

　
①　会社の経営上の意思決定・執行および監査に係わるコーポレート・ガバナンス体制の状況

当社は、監査役設置会社の形態を採用しています。取締役会の機能を一定の意思決定権限に留める委

員会設置会社の体制よりも、取締役会を中心として会社の活動を把握し豊富な情報を交換できる現体

制のほうが、機動的な意思決定をする上で効率的であると判断しています。また、経営執行の公正性・

透明性を確保し牽制機能を充実させるため、監査役会設置の他、コンプライアンス委員会を設置する

等、経営管理組織を整備しています。

ⅰ）取締役会

当社の取締役会は、取締役７名（うち非常勤取締役３名、本書提出日現在）で構成されており、非

常勤も含めた監査役出席のもと、経営の基本方針を決定し、業務の意思決定を行い、取締役間の相互

牽制による業務執行の監督を行う機関として位置付けられ、運営されています。取締役会は、定時取

締役会が毎月１回開催されるほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営判断の迅速化に努めて

います。

　
ⅱ）監査役会

当社の監査役会は、３名(うち非常勤監査役２名、本書提出日現在)で構成され、毎月１回の監査役

会に加え、必要に応じて臨時監査役会を開催しています。常勤監査役は、取締役会やその他の重要な

会議へ出席しており、各年度に策定する監査計画に従い、監査室や会計監査人と連携して業務監査お

よび会計監査を行っています。

　
ⅲ）内部監査部門

内部監査を担当する部門として、監査室（内部監査担当者1名）を社長直轄の組織として設置して

います。監査室は、「内部監査規程」に従い計画的に内部監査を実施しています。また、内部監査の実

施結果については、速やかに社長および監査役へ報告がなされ、適宜会計監査人とも情報を共有して

います。

　
ⅳ）弁護士および公認会計士等その他第三者の状況

当社は弁護士と顧問契約を結び、法律全般に関する相談のみならず、重要な法務的課題についても

常に相談できる体制を敷いています。また、会計監査については、親会社との連結決算を効率的に行

うため、親会社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツを当社の会計監査人に選任していま

す。
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以上を図示すると、次のとおりです。

　

　
　

②　内部統制システムの整備状況

当社は、平成18年５月１日に施行された会社法に則り、平成19年３月20日に開催した取締役会におい

て「内部統制システムに関する基本方針」を決議しました。その後改定を重ねた結果、その内容は以下

のとおりです。

ⅰ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項第４号）

a）コーポレート・ガバナンス

イ．取締役会は、法令、定款、株主総会決議、「取締役会規程」、「経営ビジョン」、「ＦＸプライ

ム：企業行動基準」、「CSR基本方針」および「反社会的勢力との隔絶宣言」に従い、経営に関

する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督する。

ロ．取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議および「組織・職務権限

規程」その他の社内規程に従い、当社の業務を執行する。

ハ．代表取締役は、毎月１回以上および必要の都度、職務執行の状況を取締役会に報告する。

ニ．監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、監査室および会計監査人と連携して、監査役

会が定める「監査役会規程」および「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性に

ついて監査を実施する。
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b）コンプライアンス

イ．取締役および使用人は「経営ビジョン」、「ＦＸプライム：企業行動基準」、「CSR基本方針」

および「反社会的勢力との隔絶宣言」に則り行動する。

ロ．コンプライアンスに係る事項を統括する部署として法務コンプライアンス部を設置するとと

もに、コンプライアンス関連教育・研修の実施、法令遵守マニュアルの作成、内部情報提供制度

の整備、並びに「ＦＸプライム：企業行動基準」の遵守に関する全ての取締役および使用人か

らの書面取得制度等、コンプライアンス体制の充実に努める。

ハ．上記体制の確立および推進により、当社は市民生活の秩序や安全に対して脅威を与える反社会

的勢力の関与の排除に向け、組織的な対応を図る。

c）財務報告の適正性確保の為の体制整備

イ．会計基準その他関連する諸法令を遵守するとともに、「経理規程」および関連規程等の社内規

程を整備し、財務報告の適正性を確保するための体制の充実を図る。

ロ．金融商品取引法の定めに則り、「内部統制規程」 その他の社内規程を整備し、財務報告の適正

性を確保するための体制の整備・運用状況を定期的に評価し、改善を図る。

d）内部監査

内部監査担当部門として社長直轄の監査室を設置する。監査室は、「内部監査規程」に基づき業

務全般に関し、法令、定款および社内規程の遵守状況、職務の執行の手続および内容の妥当性等につ

き、定期的に内部監査を実施し、社長および監査役に対し、その結果を報告する。また、監査室は、内

部監査により判明した指摘・提言事項の改善履行状況についても、フォローアップ監査を実施す

る。

ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（会社法施行規則第100条第１項第１号）

a）情報の保存・管理

取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか職務執行に係る重要な情報が記

載された記録（電磁的記録を含む。以下同じ。）を、関連資料とともに、「文書管理規程」その他の

社内規程の定めるところに従い、適切に保存し、管理する。

b）情報の閲覧

取締役および監査役は、いつでも前項の情報を閲覧することができる。

c) 適時開示

イ．会社の重要な情報の適時開示その他の開示を所管する部署を設置するとともに、取締役は、開

示すべき情報を迅速かつ網羅的に収集した上で、法令等に従い適時かつ適切に開示する。

ロ．情報開示委員会を設置し、開示内容を審査するとともに、適時開示体制の妥当性等を監視する

システムを確立する。

ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（会社法施行規則第100条第１項第２号）

a）リスク管理体制

リスク管理が経営の重要課題であることを認識し、為替相場、金利、株式相場の変動等による市場

リスク、信用リスク、カントリーリスク、投資リスク、CSR・コンプライアンスリスク、情報セキュリ

ティリスク、その他様々なリスクに対処するため、各種管理規則規程、取組基準、リスク限度額・取

引限度額の設定や報告・監視体制の整備等、必要なリスク管理体制および管理手法を整備し、リス

クを総括的かつ個別的に管理する。また、これらの管理体制の有効性については、毎月開催するリス

ク管理委員会で定期的にレビューする。

b）危機管理体制

自然災害、システム障害、情報セキュリティ事故その他想定される得る不測事態の発生に備え、各

種事業継続計画を整備し、教育・訓練等を通して危機管理体制を構築する。
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ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第３号）

a）各種社内委員会

職務執行の決定を適切かつ機動的に行うため、各種の社内委員会を設置し、各々の担当分野にお

ける経営課題について慎重な協議を行い、代表取締役および取締役会の意思決定に資するものとす

る。

b）管掌役員制

代表取締役による統括管理のもと、マーケティング管掌、業務管掌、経営管理管掌、システム管掌

からなる管掌制を採用する。各管掌には取締役を配置するものとし、法令、定款、社内規定および社

内基準に従い、担当領域の経営を行う。また、管掌毎に、主要な予算を設定し、定期的に予算の達成度

を検証することにより、経営管理を行う。

c）職務権限・責任の明確化

適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「組織・職務権限規程」等、各種社内規程を整備

し、各役職者の権限および責任の明確化を図る。

ⅴ）当社並びに当社が形成する企業集団における業務の適正を確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第５号）

当社は、現在のところ関係会社として唯一親会社を有する他、子会社を有していない。将来、企業集

団を形成する事が生じた場合は、各種規程・ガイドライン・マニュアル等を定め、業務の適正を確保

するための体制を構築するものとする。

ⅵ）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

（会社法施行規則第100条第３項第１号、第２号）

a）専任部署の設置

監査役会または監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役による監

査が実効的に行われることを確保するために必要な場合は、監査職務を支援する組織として専任部

署を置く。

b）前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前項の監査役を補助する使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分に関しては、監査役会との協議

により定めるものとする。

ⅶ）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

（会社法施行規則第100条第３項第３号）

a）重要会議への出席

監査役は、監査役会が定める監査計画および職務の分担に従い、取締役会のほか、各種社内委員会

その他の重要な会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧するこ

とができる。

b）取締役の報告義務

イ．取締役その他役職者は、定期的に、自己の職務執行の状況を監査役に報告する。

ロ．取締役は監査役に対して、法令が定める事項の他、次に掲げる事項をその都度直ちに報告する。

・財務および事業に重大な影響を及ぼすおそれのある決定等の内容

・業績および業績見通しの内容

・内部監査の内容および結果

・内部情報提供制度に基づく情報提供の状況

・行政処分の内容

・前各号に掲げるもののほか、監査役が求める事項

c）使用人による報告

使用人は、監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。

イ．当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実

ロ．重大な法令または定款違反事実

ⅷ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第４号）
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a）代表取締役、会計監査人、監査室等と監査役の連携

代表取締役、会計監査人、監査室等は、監査役会または監査役の求めに応じ、それぞれ定期的およ

び随時に監査役と意見交換を実施することにより連携を図るものとする。

b）外部専門家の起用

監査役会または監査役が監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサル

タントその他の外部専門家に助言を求める機会を保障する。

　
　上記基本方針のもと、当社は、社内規程およびそれらに付随する各種ガイドライン・マニュアル等の

整備を図り、全役職員がルールに則り適正に業務を遂行しています。その業務遂行の過程で発生するリ

スクを低減または未然に防止する為の施策として、社長直轄の組織である監査室を、また経営管理管掌

取締役の管轄に法務コンプライアンス部をそれぞれ設置しています。

監査室は、年間監査計画に基づき、全部門の業務に関してその業務遂行の有効性、関係法令および社

内諸規程の遵守状況等について内部監査を実施しています。監査結果に関しては、監査報告会を開催し

代表取締役に報告するとともに、要改善事項があれば担当部門に対して指摘および指導を行っていま

す。さらに事後フォローとして改善の進捗状況を報告させることで、より実効性の高い監査を実施して

います。

法務コンプライアンス部は、契約書式や広告掲載内容等を法令遵守の観点から審査するとともに、全

役職員に対するコンプライアンス教育の実施や啓蒙活動を行っています。また、法務コンプライアンス

部を事務局としてコンプライアンス委員会(委員長＝経営管理管掌取締役、委員＝常勤取締役)を設置

し、四半期ごとに法令遵守状況をレビューする体制を敷いています。

　
③　リスク管理体制の整備の状況

ⅰ）管掌役員制と監査室

当社では、代表取締役による統括管理のもと、マーケティング管掌、業務管掌、経営管理管掌、シス

テム管掌からなる管掌役員制を経営組織体制とし、各管掌取締役がその管轄する部門の業務執行を

監督するとともに、社長直轄の組織として内部監査を担当する監査室を設置し、リスク管理の向上を

図っています。

ⅱ）ISMS認証取得と情報セキュリティ委員会の設置

情報セキュリティ管理体制の万全を期す目的で、平成19年１月、ISMSの国際認証規格を取得したこ

とに伴い、情報セキュリティ委員会(委員長は社長。月１回以上開催)を設置し、お客様の個人情報を

中心にした、当社の保有する情報資産に関するセキュリティ体制を確立しています。

ⅲ）内部者取引防止規程の制定

内部者取引防止規程を制定し、内部情報(投資家の投資判断に重要な影響を及ぼす未公表の重要事

実等)の管理、および内部者取引の運用等の対応ルールを整備しています。

ⅳ）コンプライアンス委員会の設置

常勤取締役および法務コンプライアンス部長によるコンプライアンス委員会(委員長は経営管理

管掌取締役)を四半期に１回以上開催し、コンプライアンスの観点から社内全般をチェックする体制

としています。

ⅴ）リスク管理委員会の設置

常勤取締役および各部長によるリスク管理委員会(委員長は内部管理統括責任者)を毎月開催し、

全てのリスクを総括的に管理する体制としています。
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④　会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名と所属する監査法人名

・責任者(監査報告書署名者)

公認会計士　　松野　雄一郎　(有限責任監査法人トーマツ)

公認会計士　　岡田　雅史 　 (有限責任監査法人トーマツ)

(注)継続監査年数については、全員７年以下であるため、記載していません。

・補助者

公認会計士　　２名

その他　　　　９名

(注)その他は、公認会計士試験合格者、IT統制監査担当者です。

　
⑤　内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携ならびにこれらの監査と内部統制部門との関係

内部監査を担当する監査室、監査役および会計監査人の連携を有効に機能させるため、三者による定

例会議を四半期毎に開催し、それぞれの監査の効率性・実効性を高めています。

また、財務報告の適正性確保のための内部統制は、その整備・運用状況の確認を行っており、監査室

がその有効性を評価しています。その結果は、取締役会において監査役にも報告されるとともに、会計

監査人の監査を受けています。

　

⑥　社外取締役および社外監査役

イ）社外取締役および社外監査役を選任するための基準および方針

当社は、社外取締役および社外監査役を選任するための基準は定めていませんが、社外取締役は、

専門的な高い見識と豊富な経験に基づいた助言および監督により、経営の健全性確保に資すること

が期待される方を選任する方針としています。また、社外監査役は、高い専門性や豊富な経験に基づ

いて、客観的立場からの監査により、経営の健全性確保に資することが期待される方を選任する方針

としています。

ロ）社外取締役および社外監査役の員数

当社の社外取締役は２名であり、社外監査役は２名です。

ハ）社外取締役および社外監査役の選任理由

ⅰ）社外取締役原好史は、金融業界において培ってきた経験に基づき、当社の経営に対する適切な

助言および監督により、当社の健全性確保に資することが期待されるため選任しました。

ⅱ）社外取締役山本樹は、公認会計士としての会計、財務等に係る高度な知識や、上場企業の財務部

門の管理職としての豊富な経験を当社の経営にいかしていただきたいため選任しました。

ⅲ）社外監査役遠藤雅宏は、証券業界での経験を当社の監査役としていかしていただきたいため選

任しました。

ⅳ）社外監査役小倉啓吾は、公認会計士としての豊富な知識と見識を当社の監査役としていかして

いただきたいため選任しました。

　
二）社外取締役および社外監査役と当社との人的・資本的・取引関係その他の利害関係

ⅰ）社外取締役原好史は、ＧＭＯクリック証券のシステム監査室長を兼務しています。

ⅱ）社外取締役山本樹は、ＧＭＯクリックホールディングスの取締役兼執行役、ＧＭＯクリック証

券の取締役およびＧＭＯクリック・インベストメント株式会社の取締役を兼務しています。

ⅲ）社外監査役遠藤雅宏は、ＧＭＯクリックホールディングスの経営管理部長、ＧＭＯクリック証

券の取締役、ＧＭＯクリック・インベストメント株式会社の取締役を兼務しています。

ⅳ）社外監査役小倉啓吾は、ＧＭＯインターネットの社外監査役を兼務しています。

ⅴ）当社は、ＧＭＯクリックホールディングスとの間で資金寄託および資金借入に関する取引関

係、社員の出向および受入れに関連する取引があり、ＧＭＯクリック証券との間で当社の本社

オフィスの賃貸借、社員の出向および受入れに関連する取引、ＧＭＯインターネットとの間で

当社の一部業務の支援、従業員の福利厚生に関する取引があり、これら以外、社外取締役および
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社外監査役が現在もしくは過去に役員等であった会社と当社の間には、記載すべき利害関係は

ありません。

　
なお、当社は、社外監査役小倉啓吾を、株式会社大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利

益相反の生じるおそれのない独立役員として届け出ています。

　
⑦　役員報酬の内容

イ）第10期の当社の取締役および監査役の報酬は以下のとおりです。

役員区分
報酬等の
総額
(百万円)

報酬等の種類別の額(百万円) 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与

取締役
（社外取締役を除く）

47 47 － － 4

監査役
（社外監査役を除く）

－ － － － －

社外役員 18 18 － － 12

ロ）報酬等の額の決定に関する方針の内容とその決定方法

取締役および監査役の報酬は、株主総会で決議していただいたそれぞれの報酬総額の限度額の範

囲内で、取締役会の承認を得て、「役員報酬内規」に基づき決定しています。

取締役の報酬額は、取締役の協議により決定しており、監査役の報酬額は、監査役の協議により決

定しています。

また、取締役の賞与は、上記の株主総会で決議していただいた報酬総額（賞与を含む）の範囲内

で、当事業年度の利益に応じて支給額を決定することとしています。

　
⑧　責任限定契約の内容の概要（本書提出日現在）

　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項および定款の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任につき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度とする契約

を締結しています。

　
⑨　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めています。

　
⑩　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨を定款に定

めています。

　
⑪　取締役および監査役の責任免除

　当社は、取締役および監査役が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第

１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役(取締役であった者を含む)

および監査役(監査役であったものを含む)の損害賠償責任を、法令の限度において免除することがで

きる旨を定款に定めています。

　
⑫　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めています。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。

　
⑬　剰余金の配当等の決定機関
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当社は、取締役会の決議により、剰余金の配当等会社法459条第１項各号に掲げる事項を定めること

ができると定款に定めています。これは、剰余金の配当等の決定を取締役会の権限とすることにより、

機動的な配当政策および資本政策を遂行することを目的とするものです。

なお、当社は期末配当、中間配当のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができると定款に

定めています。

　
(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】
　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

24 0 21 0

（注）　当事業年度の監査証明業務に基づく報酬には、前任監査人である有限責任 あずさ監査法人への支払額

（7,330千円）が含まれています。また、非監査業務に基づく報酬はその全額（300千円）を有限責任 あ

ずさ監査法人へ支払っています。

　
② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当社は、監査公認会計士等に対して、以下の業務を委託しています。

・前事業年度

預り保証金に係る顧客区分管理必要額の再計算および顧客区分管理信託の実保全額に関する確認

の業務

・当事業年度

　預り保証金に係る顧客区分管理必要額の再計算および顧客区分管理信託の実保全額に関する確認

の業務（有限責任 あずさ監査法人）

　
④ 【監査報酬の決定方針】

監査日数・当社の事業規模・内容・特性等を勘案したうえで、適正額を決定しています。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25

年３月31日)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けています。

　なお、当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しています。

　第９期事業年度の財務諸表　有限責任 あずさ監査法人

　第10期事業年度の財務諸表　有限責任監査法人トーマツ

 

　当該異動について臨時報告書を提出しています。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の名称

　①選任する監査公認会計士等の名称

　　有限責任監査法人トーマツ

　②退任する監査公認会計士等の名称　

　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 異動の年月日　平成24年11月９日

(3) 監査公認会計士等であった者が監査公認会計士等でなくなった場合（概要）

　① 異動監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

     平成24年６月22日

  ② 異動監査公認会計士等が作成した監査報告書又は内部統制監査報告書等における内容等

     該当事項はありません。

  ③ 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　当社は、平成24年８月２日から９月12日まで実施されたＧＭＯクリックホールディングスによる当

社株式公開買付けにより、決済の開始日である平成24年９月20日をもってＧＭＯクリックホールディ

ングスの連結子会社となりました。今後、ＧＭＯクリックホールディングスとの連結決算において効

率的な監査の実施を図るため、ＧＭＯクリックホールディングスの会計監査人である有限責任監査法

人トーマツを会計監査人として選任しました。

④ 上記③の理由及び経緯に対する監査報告書又は内部統制監査報告書等の記載事項に係る異動監査公

認会計士等の意見

     特段の意見はない旨の回答を得ています。

  ⑤ 異動監査公認会計士等が上記④の意見を表明しない場合における理由等

     該当事項はありません。

　

３　連結財務諸表について

当社は、子会社を有していないため、連結財務諸表は作成していません。

　

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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当社は財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握し、又

は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計

基準機構へ加入し、会計基準、適用指針、実務対応報告等の情報の入手に努めるとともに、同機構や監査法

人、その他各種団体が主催するセミナー等に参加しています。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,083,653 4,716,218

顧客区分管理信託 ※1
 13,450,175

※1
 14,910,080

売掛金 735 1,207

前払費用 48,960 27,977

繰延税金資産 29,522 262

外国為替保証金取引未収入金 ※1
 481

※1
 753

外国為替取引未収入金 19,875 92,832

外国為替保証金取引評価勘定 ※1
 1,162,038

※1
 275,945

外国為替取引評価勘定 230,532 26,363

外国為替取引差入担保金 417,822 219,828

その他 70,463 25,491

流動資産合計 19,514,260 20,296,962

固定資産

有形固定資産

建物 61,032 63,382

減価償却累計額 △16,590 △42,136

建物（純額） 44,442 21,246

工具、器具及び備品 8,025 14,936

減価償却累計額 △4,159 △6,887

工具、器具及び備品（純額） 3,866 8,049

リース資産 813,771 369,218

減価償却累計額 △551,958 △67,404

リース資産（純額） 261,813 301,813

有形固定資産合計 310,122 331,109

無形固定資産

意匠権 853 512

ソフトウエア 764,249 614,232

その他 657 369

無形固定資産合計 765,759 615,113

投資その他の資産

長期前払費用 2,634 4,915

繰延税金資産 17,314 －

敷金及び保証金 94,814 94,814

投資その他の資産合計 114,762 99,729

固定資産合計 1,190,644 1,045,952

資産合計 20,704,905 21,342,915
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

外国為替保証金取引未払金 ※1
 326,016

※1
 276,037

外国為替取引未払金 293,674 268,972

未払金 ※2
 200,100

※2
 227,111

未払費用 1,529 3,417

リース債務 167,543 97,449

未払法人税等 － 2,947

外国為替保証金取引預り保証金 ※1
 13,815,989

※1
 14,457,408

外国為替取引預り担保金 916,351 1,911,036

預り金 8,118 8,126

賞与引当金 10,860 －

資産除去債務 － 13,430

設備関係未払金 43,401 56,048

その他 1,186 15,423

流動負債合計 15,784,772 17,337,410

固定負債

リース債務 116,085 227,135

繰延税金負債 － 262

資産除去債務 15,809 6,909

固定負債合計 131,895 234,307

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※3
 321

※3
 409

特別法上の準備金合計 321 409

負債合計 15,916,989 17,572,127

純資産の部

株主資本

資本金 1,364,875 1,364,875

資本剰余金

資本準備金 1,164,875 1,164,875

資本剰余金合計 1,164,875 1,164,875

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,324,590 1,307,462

利益剰余金合計 2,324,590 1,307,462

自己株式 △66,424 △66,424

株主資本合計 4,787,915 3,770,787

純資産合計 4,787,915 3,770,787

負債純資産合計 20,704,905 21,342,915
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業収益

外国為替取引損益 3,547,389 2,116,927

手数料収入 25,719 47,561

その他のデリバティブ取引損益 3,419 261,823

その他 48,670 62,283

営業収益合計 3,625,199 2,488,596

営業費用

販売費及び一般管理費

役員報酬 78,600 65,650

給料手当及び福利費 ※1
 471,066

※1
 351,854

賞与引当金繰入額 10,860 －

退職給付費用 29,558 21,008

広告宣伝費 259,872 315,556

調査費 67,677 61,260

システム経費 ※1
 921,278

※1
 795,358

支払手数料 869,760 ※1
 765,288

業務委託費 165,385 ※1
 114,754

租税公課 99,434 102,464

減価償却費 471,874 468,504

賃借料 85,370 77,358

その他 64,567 47,969

販売費及び一般管理費合計 3,595,306 3,187,027

営業利益又は営業損失（△） 29,893 △698,431

営業外収益

受取利息 1,245 1,103

還付加算金 － 444

助成金収入 1,000 107

未払配当金除斥益 － 915

その他 18 13

営業外収益合計 2,263 2,585

営業外費用

支払利息 7,716 4,200

その他 0 －

営業外費用合計 7,716 4,200

経常利益又は経常損失（△） 24,440 △700,047

特別損失

減損損失 － ※5
 100,328

固定資産除却損 ※2
 1,336

※2
 48,859

事業構造改善費用 － ※4
 29,492

リース解約損 － ※3
 4,765

金融商品取引責任準備金繰入れ 321 87

業務委託契約解約違約金 － 84,420

特別損失合計 1,658 267,954

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 22,782 △968,002

法人税、住民税及び事業税 2,290 2,290

法人税等調整額 16,334 46,836

法人税等合計 18,624 49,126

当期純利益又は当期純損失（△） 4,158 △1,017,128
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,364,875 1,364,875

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,364,875 1,364,875

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,164,875 1,164,875

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,164,875 1,164,875

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 2,356,881 2,324,590

当期変動額

剰余金の配当 △36,449 －

当期純利益又は当期純損失（△） 4,158 △1,017,128

当期変動額合計 △32,291 △1,017,128

当期末残高 2,324,590 1,307,462

利益剰余金合計

当期首残高 2,356,881 2,324,590

当期変動額

剰余金の配当 △36,449 －

当期純利益又は当期純損失（△） 4,158 △1,017,128

当期変動額合計 △32,291 △1,017,128

当期末残高 2,324,590 1,307,462

自己株式

当期首残高 △66,424 △66,424

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △66,424 △66,424

株主資本合計

当期首残高 4,820,206 4,787,915

当期変動額

剰余金の配当 △36,449 －

当期純利益又は当期純損失（△） 4,158 △1,017,128

当期変動額合計 △32,291 △1,017,128

当期末残高 4,787,915 3,770,787

純資産合計

当期首残高 4,820,206 4,787,915

当期変動額

剰余金の配当 △36,449 －

当期純利益又は当期純損失（△） 4,158 △1,017,128

当期変動額合計 △32,291 △1,017,128

当期末残高 4,787,915 3,770,787
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 22,782 △968,002

減価償却費 471,874 468,504

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,121 △10,860

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,600 －

金融商品取引責任準備金繰入れ 321 87

減損損失 － 100,328

固定資産除却損 1,336 48,859

リース解約損 － 4,765

事業構造改善費用 － 29,492

業務委託契約解約違約金 － 84,420

受取利息 △1,245 △1,103

未払配当金除斥益 － △915

支払利息 7,716 4,200

顧客区分管理信託の増減額(△は増加) △613,449 △1,459,905

売掛金の増減額(△は増加) 50,400 △472

前払費用の増減額（△は増加） △3,675 20,983

外国為替保証金取引未収入金の増減額(△は増加) 64 △271

外国為替取引未収入金の増減額(△は増加) 227,675 △72,957

外国為替保証金取引評価勘定(流動資産)の増減額
(△は増加)

△224,774 916,139

外国為替取引評価勘定(流動資産)の増減額(△は
増加)

△172,864 204,168

外国為替取引差入担保金の増減額（△は増加） △301,524 197,993

長期前払費用の増減額（△は増加） △347 △2,280

外国為替保証金取引未払金の増減額(△は減少) 49,059 △49,979

外国為替取引未払金の増減額(△は減少) 215,440 △24,702

未払金の増減額（△は減少） △31,811 10,248

未払費用の増減額（△は減少） △3,078 1,888

外国為替保証金取引預り保証金の増減額(△は減
少)

1,305,365 641,418

外国為替取引預り担保金の増減額(△は減少) △74,511 994,685

預り金の増減額（△は減少） 2,435 8

その他 △21,756 13,086

小計 875,714 1,149,828

利息及び配当金の受取額 1,195 1,371

利息の支払額 △7,721 △6,185

リース解約損の支払額 － △4,765

事業構造改善費用の支払額 － △21,927

業務委託契約解約違約金の支払額 － △59,220

法人税等の支払額 △62,054 △3,793

法人税等の還付額 － 18,695

営業活動によるキャッシュ・フロー 807,134 1,074,002

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,693 －

無形固定資産の取得による支出 △315,346 △263,055

無形固定資産の売却による収入 － 41,614

有形固定資産の除却による支出 △817 －

敷金及び保証金の回収による収入 5,730 －

資産除去債務の履行による支出 － △2,900

投資活動によるキャッシュ・フロー △313,126 △224,341
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △216,456 △217,005

配当金の支払額 △36,347 △91

財務活動によるキャッシュ・フロー △252,804 △217,096

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 241,203 632,564

現金及び現金同等物の期首残高 3,842,450 4,083,653

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 4,083,653

※1
 4,716,218

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

有価証券報告書

58/94



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(重要な会計方針)

１　デリバティブの評価基準および評価方法

時価法

　
２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法

    ・平成19年４月１日以降取得資産：定額法

    ・平成19年３月31日以前取得資産：旧定額法

主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　 ８年～15年

工具、器具及び備品 ５年～10年

　
(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づいています。

　
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しています。

　
(4) 長期前払費用

契約期間内で均等償却しています。

　
３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、当期末における支給見込額を計上する方法によっています。

　
(2) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、当期末における支給見込額を計上する方法によっています。

　
(3) 金融商品取引責任準備金

デリバティブ取引等に関する事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５に基づき、

金融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定めるところにより算出した金額を計上する方法に

よっています。
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４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

います。

　
５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっています。

　

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

　
(2) 外国為替保証金取引に係る会計処理

①　外国為替取引損益

　お客様との店頭外国為替保証金取引（相対取引）により生じる決済損益および評価損益と、金融

機関とのカバー取引および自己勘定取引（外国為替取引）により生じる決済損益および評価損益

の合計額を損益計算書の「外国為替取引損益」に計上しています。

　お客様との店頭外国為替保証金取引（相対取引）に係る評価損益は、期末時の個々のポジション

の取引時レートによる円換算額と時価レートによる円換算額との差額について、評価益と評価損

を相殺した後のネット損益の合計額を、貸借対照表の「外国為替保証金取引評価勘定」に計上し

ています。

　一方、金融機関とのカバー取引および自己勘定取引（外国為替取引）に係る評価損益は、期末時

の通貨毎のポジションの取引時レートによる円換算額と時価レートによる円換算額との差額につ

いて、評価益と評価損を相殺した後のネット損益の合計額を、貸借対照表の「外国為替取引評価勘

定」に計上しています。

　なお、市場外国為替保証金取引においては、お客様の注文を取引所へつなぐ委託取引のため、「外

国為替取引損益」は発生しません。

　
②　手数料収入

お客様との店頭外国為替保証金取引（相対取引）および市場外国為替保証金取引（委託取引）

から生じる受取手数料を、損益計算書の「手数料収入」に計上しています。

　
(3) その他のデリバティブ取引に係る会計処理

　お客様との店頭外国為替オプション取引（相対取引）により生じる決済損益および金融機関との

ヘッジ取引により生じる決済損益を損益計算書の「その他のデリバティブ取引損益」に計上してい

ます。
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(会計方針の変更)

該当事項はありません。

　

(未適用の会計基準等)

該当事項はありません。

　

(表示方法の変更)

該当事項はありません。

　

(会計上の見積りの変更)

 固定資産の耐用年数の変更

　本社事務所の移転に伴い、本社事務所にかかる固定資産等の耐用年数を本社事務所の移転の日までに

変更しています。また、外国為替取引システムに係る一部ソフトウエアのリプレースを行うことに伴

い、使用終了となる資産の耐用年数を短縮し将来にわたって変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、当事業年度の減価償却費が40,632千円増加し、営業損

失、経常損失および税引前当期純損失がそれぞれ40,632千円増加しています。

　
(追加情報)

該当事項はありません。
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(貸借対照表関係)

※１　顧客区分管理信託

お客様からの「外国為替保証金取引預り保証金」は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の

自己資産と区分して管理するため、信託銀行との契約により「顧客区分管理信託」として信託保全

しています。

なお、信託の保全額は、お客様からの「預り保証金」に日々発生するスワップポイント（金利相当

額）の受払い額、お客様のポジション持ち値を日々時価評価した差額および取引手数料の未収額を

加減した純資産額をもって、取引日の２営業日後に信託に繰入れることとしています。

したがって、期末日現在の「顧客区分管理信託残高」は２営業日前の「差引純資産額」に対応す

るものです。また、期末日現在の「差引純資産額」を信託に繰入れるのは２営業日後となります。そ

のため、信託への繰入れまでに当社に不測の事態が発生しても、お客様からの預り保証金ができる限

り保全されるよう、過去の経験値から当社の余裕資金の一部を加算して「顧客区分管理信託」を行

なっています。

また、取引所取引に係る保証金は、取引所に預託されているため、当社の区分管理信託の対象外と

なりますが、お客様の「預り保証金」が取引所に預託されるまでに２営業日を要するため、その２営

業日分を当社の区分管理信託に含めて保全しています。（取引所取引に係る保証金と比較して取引

所に預託されている金額が上回る場合には、取引所未預託額を「―」で表示しています。）

なお、下記の「外国為替保証金取引預り保証金」と貸借対照表における「外国為替保証金取引預

り保証金」の差額は、取引所取引に係る保証金です。

　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

外国為替保証金取引預り保証金 13,478,681千円 14,259,044千円

外国為替保証金取引未払金
(スワップポイント)

326,016千円 276,037千円

外国為替保証金取引評価勘定
(流動資産)

△1,162,038千円 △275,945千円

外国為替保証金取引未収入金
(取引手数料・スワップポイント)

△481千円 △753千円

差引純資産額(期末日現在) 12,642,178千円 14,258,382千円

取引所未預託額(２営業日分) ―千円 ―千円

顧客区分管理信託要保全額
(期末日現在)

12,642,178千円 14,258,382千円

顧客区分管理信託残高(同上) 13,450,175千円 14,910,080千円

　

<参考>

　 (平成24年３月29日現在) (平成25年３月28日現在)

顧客区分管理信託要保全額 12,593,946千円 14,231,271千円

　 (平成24年４月３日現在) (平成25年４月２日現在)

顧客区分管理信託残高 13,460,080千円 14,920,822千円

　

※２  関係会社に対する資産および負債

　平成24年９月に株式公開買付けにより、当社の親会社が伊藤忠商事からＧＭＯクリックホールディ

ングスに異動になりました。そのため、前事業年度は伊藤忠商事に対する金額を、当事業年度はＧＭ

Ｏクリックホールディングスおよびその親会社であるＧＭＯインターネットに対する金額を記載し

ています。

①　伊藤忠商事㈱

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

未払金 7千円 ―千円

　　　

②　ＧＭＯインターネット㈱
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前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

未払金 ―千円 51千円

　
※３  特別法上の準備金

金融商品取引法の規定に基づく準備金を計上しています。準備金の計上を規定した法令の条項は、

次のとおりです。

金融商品取引法第46条の５

金融商品取引業等に関する内閣府令第175条

　
(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち関係会社に対するものは次のとおりです。

　（貸借対照表関係）※２と同様の事由により、取引金額においては、伊藤忠商事は親会社であった

期間、ＧＭＯクリックホールディングスおよびその親会社であるＧＭＯインターネットは親会社と

なった以降の期間の金額を記載しています。

①　伊藤忠商事㈱

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

受入出向者費用(給料手当及び福利
費)

17,837千円 600千円

システム経費 92千円 35千円

          計 17,929千円 635千円

　
②　ＧＭＯインターネット㈱

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

諸手数料他(支払手数料・業務委託
料・福利費)

―千円 185千円

          計 ―千円 185千円

　
※２　固定資産除却損の内容は次のとおりです。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 1,336千円 601千円

工具、器具及び備品 ―千円 0千円

リース資産 ―千円 12,599千円

意匠権 ―千円 33千円

ソフトウエア ―千円 35,624千円

計 1,336千円 48,859千円

　
※３　リース解約損の内容は次のとおりです。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

工具、器具及び備品 ―千円 4,624千円

ソフトウエア ―千円 141千円

計 ―千円 4,765千円

　
※４　事業構造改善費用の内容は次のとおりです。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)
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本社事務所移転関連費用 ―千円 4,777千円

組織再編関連費用 ―千円 24,715千円

計 ―千円 29,492千円

　
※５　減損損失の内容は次のとおりです。

　前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　　該当事項はありません。

　

　当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失額

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア 59,098千円

東京都渋谷区 事業用資産 リース資産 41,230千円
　

当社は外国為替取引事業を主たるサービスとする事業構成であり、すべての資産が一体となって

キャッシュ・フローを生成していることから、原則、全体を一つの資産グループとしていますが、資産

の処分や事業の廃止等の重要な意思決定がなされた場合には、個別に評価を行っています。

ソフトウエアについては、当該資産に係るサービスの休止が決定されたことにより投資額の回収が

見込めなくなったことから、またリース資産については、システム構成の再構築等により当該資産の運

用停止が決定されたことから、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しています。

なお、当該資産の回収可能価額は、将来キャッシュ・フローが見込めないことから正味売却価額およ

び使用価値ともに零と評価しています。

　
(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 8,300,000 ― ― 8,300,000

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 200,090 ― ― 200,090

　
３　新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 16,199 2.0平成23年３月31日 平成23年６月27日

平成23年10月27日
取締役会

普通株式 20,249 2.5平成23年９月30日 平成23年12月７日

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

  該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 8,300,000 ― ― 8,300,000

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 200,090 ― ― 200,090

　
３　新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

  該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

  該当事項はありません。

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

です。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金及び預金 4,083,653千円 4,716,218千円

現金及び現金同等物 4,083,653千円 4,716,218千円
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  ２　重要な非資金取引の内容

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額は、それぞれ次のとおりで

す。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産および負債の額

18,468千円 245,067千円

　

(リース取引関係)

　１　リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

前事業年度(平成24年３月31日)

　 工具、器具及び備品 ソフトウエア 合計

取得価額相当額 8,860千円 3,350千円 12,210千円

減価償却累計額相当額 6,623千円 3,182千円 9,805千円

期末残高相当額 2,237千円 167千円 2,404千円

　

当事業年度(平成25年３月31日)

当事業年度において注記対象となるリース契約は終了したため、該当事項はありません。

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

１年以内 1,599千円 ―千円

１年超 933千円 ―千円

  合計 2,533千円 ―千円

　
(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

支払リース料 24,649千円 1,638千円

減価償却費相当額 23,294千円 1,517千円

支払利息相当額 328千円 38千円

　
(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　
(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法は、利

息法によっています。
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２　ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、外国為替取引事業における各種サーバ機器類（工具、器具及び備品）です。

　

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
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(金融商品関係)

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、お客様との相対取引による外国為替保証金取引等通貨関連店頭デリバティブ取引を主業務

として事業展開を行っています。お客様との取引により生じる当社の外国為替ポジションに係る為

替変動リスクおよび金利変動リスク等の市場リスクを回避するため、金融機関(カウンターパー

ティ)との間でカバー取引を行っています。なお、お客様との取引により生じる外国為替ポジション

は、速やかにカウンターパーティとカバー取引を実行することとし、カバー取引から逸脱する積極的

な自己取引を禁止しています。

　また当社は、外国為替保証金取引を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主にファイ

ナンス・リース取引により調達しています。また、カバー取引に係る一時的な決済資金の不足に備え

て、銀行と当座貸越契約を締結しています。短期的な余資は、財務の健全性維持の観点より、市場リス

クを伴う株式等有価証券、コモディティなどへの投資は行わず、安全性の高い金融資産で運用するこ

とを方針としています。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　当社は、お客様との間で外国為替保証金取引および外国為替オプション取引を行っています。

　外国為替保証金取引は、少ない資金(保証金)を担保として大きな金額の取引を行うことから、急激

な為替相場の変動などにより、お客様が差し入れた保証金以上の損失を被る可能性があります。その

場合には、お客様に対する信用リスクが発生することになります。

　また、お客様との店頭外国為替保証金取引により当社は為替相場の変動リスクやスワップ負担リス

ク等の市場リスクに晒されており、カウンターパーティとカバー取引を行うことにより当該リスク

を回避しています。しかし、カウンターパーティと円滑なカバー取引が実行できない場合、または、カ

バー取引が社内規程に則って運用されなかった場合には、当社自身が為替相場の変動リスクやス

ワップ負担リスク等の市場リスクを負う可能性があります。

　なお、市場外国為替保証金取引については、お客様の注文を取引所へつなぐ委託取引のため、お客様

との取引においては手数料収入のみが生じ、当社において市場リスクは発生しません。

　外国為替オプション取引は、権利行使期日(または権利行使期間)の為替相場水準により、お客様が

支払ったオプション料を上回る利益を受け取ることができるか、もしくは支払ったオプション料の

全額を失うという取引です。お客様の損失はオプション料に限定されているため、お客様に対する信

用リスクは発生しません。

　デリバティブ取引では、カウンターパーティとの取引においてカウンターパーティに対する信用リ

スクに晒されています。

　営業債権である未収入金および差入担保金は、取引先に対する信用リスクに晒されています。顧客

区分管理信託は、お客様から預託を受けた預り保証金（営業債務）を金融商品取引法の要請により、

自己の資産と区分して管理する目的で信託銀行において金銭信託しているものです。顧客区分管理

信託の信託財産は、信託銀行の破綻リスクから信託法により保護されています。

　一方、営業債務である未払金は、すべて１年以内の短期債務です。ファイナンス・リース取引に係る

リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済期日は決算日後、最

長で４年です。外国為替取引預り担保金は、ASPサービス提供先から預託を受けた担保金です。外国為

替取引高に応じて必要額を預っています。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社の店頭外国為替保証金取引では、お客様の損失拡大を防止するため強制ロスカット制度を採
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用しており、お客様に対する信用リスクが限定的になるようにしています。

　店頭外国為替保証金取引と店頭外国為替オプション取引のカウンターパーティの信用リスクに

ついては、格付された複数の有力な金融機関に限定しており、当該リスクが具現化する可能性は極

めて低いものと認識しています。

　また、営業債権については、信用リスク管理ガイドラインに則り、各取引担当部署が、取引相手ご

とに回収期日および債権残高を管理する等、取引先の状況を定期的にモニタリングし財務状況の

悪化等の早期把握に努め、貸倒リスクの軽減を図っています。

　
　②　市場リスク（為替相場や金利相場等の変動リスク）の管理

お客様との取引により生じる市場リスクを回避するために行うカバー取引は、当社のリスク管

理規程および市場リスク管理ガイドラインに基づくカバー取引業務ガイドライン並びにカバー取

引運用・管理マニュアルに則り、カバー取引担当部署が、取引内容・為替ポジション残高・損益等

について把握・管理すると共に、内部管理責任部署がそのすべてについて確認を行う体制を採っ

ています。

 

市場リスクに係る定量的情報

　当社は、カバー取引担当者がカバー取引から逸脱する積極的な為替ポジションの作成を禁止

し、当社の外国為替ポジションがゼロとなるようカバー取引を行っていますが、お客様の取引と

カバー取引との間にはタイムラグが発生するため、未カバーポジションが発生します。この未カ

バーポジションが当社の主な市場リスクであり、通貨毎の全てのロング・ポジション又は

ショート・ポジションのいずれか多い額に８％を乗じた額の合計額を市場リスク相当額として

管理しています。平成24年３月31日の市場リスク相当額は5,082千円です。

　この未カバーポジションに係る市場リスク相当額は、毎営業日に算出する自己資本規制比率の

計算において算定しています。

　
　③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することによ

り、資金に係る流動性リスクを管理しています。また、お客様からの預り資金と会社の運営資金を

厳格に区分管理するため、区分管理規程およびお客様の資金管理マニュアルを、為替相場急変時等

のために緊急時の資金対応マニュアルを制定しています。

　
　なお、全てのリスクを総括的に管理するため、毎月、リスク管理委員会を開催し、個々のリスクの管

理状況をレビューしたうえ、その結果を取締役会に報告する体制を採っています。

　
(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　「２　金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、

その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

す。

(単位：千円)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

資産 　 　 　

(1) 現金及び預金 4,083,653 4,083,653 ―

(2) 顧客区分管理信託 13,450,175 13,450,175 ―

(3) 外国為替取引差入担保金 417,822 417,822 ―

資産計 17,951,652 17,951,652 ―

負債 　 　 　

(1) 外国為替保証金取引未払金 326,016 326,016 ―

(2) 外国為替取引未払金 293,674 293,674 ―

(3) リース債務 283,629 283,629 ―

(4) 外国為替保証金取引預り保証金 13,815,989 13,815,989 ―

(5) 外国為替取引預り担保金 916,351 916,351 ―

負債計 15,635,662 15,635,662 ―

デリバティブ取引 　 　 　

ヘッジ会計が適用されていないもの 　 　 　

外国為替取引 1,392,570 1,392,570 ―

デリバティブ取引計 1,392,570 1,392,570 ―

（※１）　貸借対照表計上額が総資産の100分の１以下の資産・負債は、記載を省略しています。

（※２）　デリバティブ取引は、債権・債務を相殺して表示しています。

　

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

有価証券報告書

70/94



　

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 顧客区分管理信託

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

います。なお、顧客区分管理信託（金銭信託）は、全て銀行預金で運用しています。

　
(3) 外国為替取引差入担保金

外国為替取引差入担保金はすべて短期債権であるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっています。

　

負債

(1) 外国為替保証金取引未払金、(2) 外国為替取引未払金

外国為替保証金取引未払金および外国為替取引未払金はすべて短期債務であるため、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

　
(3) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しています。

　
(4) 外国為替保証金取引預り保証金、(5) 外国為替取引預り担保金

外国為替保証金取引預り保証金および外国為替取引預り担保金はすべて短期債務であるため、時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　
(注２)　満期がある金銭債権および満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

　
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,000,000 ― ― ―

合計 1,000,000 ― ― ―

（※）　現金及び預金は、３ヶ月物定期預金です。

　

(注３)　社債、長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

リース債務 167,543 94,564 19,958 1,562

合計 167,543 94,564 19,958 1,562
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当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、お客様との相対取引による外国為替保証金取引等通貨関連店頭デリバティブ取引を主たる

業務として事業展開を行っています。お客様との取引により生じる当社の外国為替ポジションに係

る為替変動リスクおよび金利変動リスク等の市場リスクを回避するため、金融機関(カウンターパー

ティ)との間でカバー取引を行っています。なお、お客様との取引により生じる外国為替ポジション

は、速やかにカウンターパーティとカバー取引を実行することとし、カバー取引のリスクマネジメン

ト強化を目的とする自己勘定取引等を除いて、カバー取引から逸脱する積極的な自己取引を原則禁

止しています。

　また当社は、外国為替保証金取引を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主にファイ

ナンス・リース取引により調達しています。また、カバー取引に係る一時的な決済資金の不足に備え

て、銀行と当座貸越契約を締結しています。短期的な余資は、財務の健全性維持の観点より、市場リス

クを伴う株式等有価証券、コモディティなどへの投資は行わず、安全性の高い金融資産で運用するこ

とを方針としています。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　当社は、お客様との間で外国為替保証金取引および外国為替オプション取引を行っています。

　外国為替保証金取引は、少ない資金(保証金)を担保として大きな金額の取引を行うことから、急激

な為替相場の変動などにより、お客様が差し入れた保証金以上の損失を被る可能性があります。その

場合には、お客様に対する信用リスクが発生することになります。

　また、お客様との店頭外国為替保証金取引により当社は為替相場の変動リスクやスワップ負担リス

ク等の市場リスクに晒されており、カウンターパーティとカバー取引を行うことにより当該リスク

を回避しています。しかし、カウンターパーティと円滑なカバー取引が実行できない場合、または、カ

バー取引が社内規程に則って運用されなかった場合には、当社自身が為替相場の変動リスクやス

ワップ負担リスク等の市場リスクを負う可能性があります。

　なお、市場外国為替保証金取引については、お客様の注文を取引所へつなぐ委託取引のため、お客様

との取引においては手数料収入のみが生じ、当社において市場リスクは発生しません。

　外国為替オプション取引は、お客様の損失はオプション料に限定されているため、お客様に対する

信用リスクは発生しません。

　デリバティブ取引では、カウンターパーティとの取引においてカウンターパーティに対する信用リ

スクに晒されています。

　営業債権である未収入金および差入担保金は、取引先に対する信用リスクに晒されています。顧客

区分管理信託は、お客様から預託を受けた預り保証金（営業債務）を金融商品取引法の要請により、

自己の資産と区分して管理する目的で信託銀行において金銭信託しているものです。顧客区分管理

信託の信託財産は、信託銀行の破綻リスクから信託法により保護されています。

　一方、営業債務である未払金は、すべて１年以内の短期債務です。ファイナンス・リース取引に係る

リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済期日は決算日後、最

長で６年です。外国為替取引預り担保金は、ASPサービス提供先から預託を受けた担保金です。外国為

替取引高に応じて必要額を預っています。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社の店頭外国為替保証金取引では、お客様の損失拡大を防止するため強制ロスカット制度を採

用しており、お客様に対する信用リスクが限定的になるようにしています。

　店頭外国為替保証金取引と店頭外国為替オプション取引のカウンターパーティの信用リスクに
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ついては、格付された複数の有力な金融機関に限定しており、当該リスクが具現化する可能性は極

めて低いものと認識しています。

　また、営業債権については、信用リスク管理ガイドラインに則り、各取引担当部署が、取引相手ご

とに回収期日および債権残高を管理する等、取引先の状況を定期的にモニタリングし財務状況の

悪化等の早期把握に努め、貸倒リスクの軽減を図っています。

　
　②　市場リスク（為替相場や金利相場等の変動リスク）の管理

お客様との取引により生じる市場リスクを回避するために行うカバー取引は、当社のリスク管

理規程および市場リスク管理ガイドラインに基づくカバー取引業務ガイドライン並びにカバー取

引運用・管理マニュアルに則り、カバー取引担当部署が、取引内容・為替ポジション残高・損益等

について把握・管理すると共に、内部管理責任部署がそのすべてについて確認を行う体制を採っ

ています。また、カバー取引のリスクマネジメント強化のために行う自己勘定取引は、自己勘定外

国為替取引規程、自己勘定外国為替取引・管理マニュアルに則り、担当取締役が取引内容・為替ポ

ジション残高・損益等について把握・管理すると共に、内部管理責任部署がそのすべてについて

確認を行う体制を採っています。

 

市場リスクに係る定量的情報

　当社は、カバー取引担当者がカバー取引から逸脱する積極的な為替ポジションの作成を禁止

し、当社の外国為替ポジションがゼロとなるようカバー取引を行っていますが、お客様の取引と

カバー取引との間にはタイムラグが発生するため、未カバーポジションが発生します。この未カ

バーポジションと自己勘定取引の為替ポジション残高が当社の主な市場リスクであり、通貨毎

の全てのロング・ポジション又はショート・ポジションのいずれか多い額に８％を乗じた額の

合計額を市場リスク相当額として管理しています。平成25年３月31日の市場リスク相当額は

3,555千円です。

　この未カバーポジションに係る市場リスク相当額は、毎営業日に算出する自己資本規制比率の

計算において算定しています。

　
　③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理グループが適時に資金繰計画を作成・更新するこ

とにより、資金に係る流動性リスクを管理しています。また、お客様からの預り資金と会社の運営

資金を厳格に区分管理するため、区分管理規程およびお客様の資金管理マニュアルを、為替相場急

変時等のために緊急時の資金対応マニュアルを制定しています。

　
　なお、全てのリスクを総括的に管理するため、毎月、リスク管理委員会を開催し、個々のリスクの管

理状況をレビューしたうえ、その結果を取締役会に報告する体制を採っています。

　
(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　「２　金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、

その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

す。

(単位：千円)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

資産 　 　 　

(1) 現金及び預金 4,716,218 4,716,218 ―

(2) 顧客区分管理信託 14,910,080 14,910,080 ―

(3) 外国為替取引差入担保金 219,828 219,828 ―

資産計 19,846,128 19,846,128 ―

負債 　 　 　

(1) 外国為替保証金取引未払金 276,037 276,037 ―

(2) 外国為替取引未払金 268,972 268,972 ―

(3) 未払金 227,111 227,111 ―

(4) リース債務 324,584 324,584 ―

(5) 外国為替保証金取引預り保証金 14,457,408 14,457,408 ―

(6) 外国為替取引預り担保金 1,911,036 1,911,036 ―

負債計 17,465,151 17,465,151 ―

デリバティブ取引 　 　 　

ヘッジ会計が適用されていないもの 　 　 　

外国為替取引 302,309 302,309 ―

デリバティブ取引計 302,309 302,309 ―

（※１）　貸借対照表計上額が総資産の100分の１以下の資産・負債は、記載を省略しています。

（※２）　デリバティブ取引は、債権・債務を相殺して表示しています。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 顧客区分管理信託

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

います。なお、顧客区分管理信託（金銭信託）は、全て銀行預金で運用しています。

　
(3) 外国為替取引差入担保金

外国為替取引差入担保金はすべて短期債権であるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっています。

　

負債

(1) 外国為替保証金取引未払金、(2) 外国為替取引未払金および(3)未払金

外国為替保証金取引未払金、外国為替取引未払金および未払金は全て短期債務であるため、時価

は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

　
(4) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しています。

　
(5) 外国為替保証金取引預り保証金、(6) 外国為替取引預り担保金

外国為替保証金取引預り保証金および外国為替取引預り担保金はすべて短期債務であるため、時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　
(注２)　満期がある金銭債権および満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

該当事項はありません。

　

(注３)　社債、長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

リース債務 97,449 95,966 93,772 36,094 673 628

合計 97,449 95,966 93,772 36,094 673 628
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前事業年度(平成24年３月31日現在)

(単位：千円)

区分 デリバティブ取引の種類 契約額等
契約額等のう
ち１年超

時価 評価損益

市場取引以外の取引

外国為替取引 　 　 　 　

外国為替保証金取引および外
国為替保証金取引会社との取
引

　 　 　 　

　売建 51,451,752 ― 743,663743,663

　買建 21,734,214 ― 418,374418,374

カウンターパーティとの取引 　 　 　 　

　売建 3,290,592 ― △11,833△11,833

　買建 31,217,055 ― 242,365242,365

外国為替取引計 ― ― 1,392,5701,392,570

(注) 時価の算定方法

外国為替取引

外貨契約額を事業年度末の直物為替相場で評価した金額から、円貨契約額を差し引いた金額により算定して

います。

　
当事業年度(平成25年３月31日現在)

(単位：千円)

区分 デリバティブ取引の種類 契約額等
契約額等のう
ち１年超

時価 評価損益

市場取引以外の取引

外国為替取引 　 　 　 　

外国為替保証金取引および外
国為替保証金取引会社との取
引

　 　 　 　

　売建 82,655,693 ― △61,655△61,655

　買建 17,432,868 ― 337,601337,601

カウンターパーティとの取引 　 　 　 　

　売建 772,339 ― △859 △859

　買建 66,075,384 ― 27,223 27,223

外国為替取引計 ― ― 302,309302,309

(注) 時価の算定方法

外国為替取引

外貨契約額を事業年度末の直物為替相場で評価した金額から、円貨契約額を差し引いた金額により算定して

います。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出型年金制度を採用しています。

　

２　退職給付費用に関する事項

(単位：千円)

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

確定拠出年金に係る拠出額 29,558 21,008

(注)　当事業年度において、上記退職給付費用以外に組織再編に係る一時費用（24,715千円）を事

業構造改善費用として計上しています。

　
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産) 　 　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

 (1) 流動資産 　 　

　繰越欠損金 10,414千円 71,990千円

　解約違約金否認 ―千円 9,576千円

　固定資産償却超過額 286千円 8,885千円

　繰延消費税 7,579千円 8,214千円

　資産除去債務 ―千円 5,103千円

　税務上の繰延資産 5,093千円 4,156千円

  賞与引当金 4,126千円 ―千円

　未払費用 1,517千円 ―千円

　その他 741千円 4,065千円

　評価性引当額 ―千円 △111,730千円

　繰延税金負債(流動)との相殺 △237千円 ―千円

　　　計 29,522千円 262千円

 (2) 固定資産 　 　

　繰越欠損金 ―千円 283,477千円

　繰延消費税 12,376千円 14,002千円

　税務上の繰延資産 6,724千円 7,161千円

　資産除去債務 5,691千円 2,487千円

　その他 573千円 547千円

　評価性引当額 △5,691千円 △305,445千円

　繰延税金負債(固定)との相殺 △2,360千円 △2,230千円

　　　計 17,314千円 ―千円

 　　繰延税金資産合計 46,836千円 262千円

　 　 　

(繰延税金負債) 　 　

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

 (1) 流動負債 　 　

  未収還付事業税 237千円 ―千円

  繰延税金資産（流動）との相殺 △237千円 ―千円

  　　計 ―千円 ―千円

 (2) 固定負債 　 　

  資産除去債務に係る資産計上額 2,360千円 2,492千円

  繰延税金資産（固定）との相殺 △2,360千円 △2,230千円

　　　計 ―千円 262千円

　　 繰延税金負債合計 ―千円 262千円

　 　 　

差引：繰延税金資産の純額 46,836千円 ―千円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の

　　　内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

法定実効税率 41.0% △38.0%

（調整） 　 　

住民税均等割額 10.1% 0.2%

交際費等永久に損金に算入されない項目 13.8% 0.3%

評価性引当額 0.2% 42.5%

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 16.7% ―%

その他 △0.1% 0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 81.7% 5.1%

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

本社事務所および旧本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務です。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

新たに契約を行った本社事務所については、その使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は

0.6％を使用して資産除去債務の金額を計算しています。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　 前事業年度
(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
  至  平成25年３月31日)

　期首残高 15,684千円 15,809千円

　有形固定資産の取得に伴う増加額 ―千円 6,906千円

　時の経過による調整額 125千円 129千円

　資産除去債務の履行による減少額 ―千円 △2,900千円

　見積りの変更による増加額 ―千円 394千円

　期末残高 15,809千円 20,340千円

　

(4) 資産除去債務の見積額の変更

旧本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい

て、本社移転の決定に伴い使用見込期間に関して見積りの変更を行いました。見積りの変更により、

変更前に比べて、当事業年度の資産除去債務が394千円増加しています。

　なお、当該変更による損益に与える影響は軽微です。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は単一セグメントであるため、セグメント情報については記載していません。

　
【関連情報】

１　製品及びサービスごとの情報

単一のサービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しています。

　
２　地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載

はありません。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　当社は単一セグメントであるため、記載を省略しています。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

１　関連会社に関する事項

当社は、関連会社を有していません。

　

２　開示対象特別目的会社に関する事項

当社は、開示対象特別目的会社を有していません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
伊藤忠商

事㈱

東京都

港 区
202,241総合商社

直接

56.40

出向元,

役員の兼任

(注)１

出向者費用

支払

(注)１

17,837― ―

システム経費

支払

(注)２

92 未払金 7

主要

株主

カブドッ

トコム証

券㈱

東京都

千代田

区

7,196
金融商品

取引業

直接

10.11

ASPサービス

事業

外国為替取引

(注)３
2,618,040

外国為替取引

未収入金
18,664

外国為替取引

預り担保金
916,351

手数料支払

(注)３
718,603未払金 63,227

システム貸与料

他受取

(注)４

26,108
その他

（前受金）
1,186

　上記の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

　取引条件および取引条件の決定方針等

(注) 1　伊藤忠商事の従業員２名が、当社役員（非常勤取締役１名、非常勤監査役１名）に就任しています。また、伊藤

忠商事の従業員２名が当社の従業員として出向していましたが、平成24年１月末をもって出向解除になりま

した。なお、出向者費用の支払は、出向先基準によっています。

2　伊藤忠グループのWEBツール利用に関する費用であり、当社と関係を有さない第三者と同様の条件によってい

ます。

3　外国為替取引の金額は、外国為替取引に伴う決済損益を記載しています。また、手数料の支払額は、取引高等に

応じて決定しています。

4　システム貸与料は、外国為替取引システムの提供等に関わるもので、一般の取引先と同様の条件を基本として

決定しています。

　
当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社

伊藤忠商

事㈱

(注)１

東京都

港 区
202,241総合商社 ―

出向元

システム利用

出向者費用

支払

(注)２

600 ― ―

システム経費

支払

(注)３

35 ― ―

親会社

ＧＭＯ

インター

ネット㈱

(注)１

東京都

渋谷区
3,000

インター

ネット

総合事業

間接

77.92

役員の兼任

(注)４

グループ

業務支援

広報支援料

他支払

(注)５

185 未払金 51

親会社

ＧＭＯ

クリック

ホールデ

ィングス

㈱

(注)１

東京都

渋谷区
100

インター

ネット

証券事業

直接

77.92

役員の兼任

(注)６
― ― ― ―

主要

株主

カブドッ

トコム証

券㈱

東京都

千代田

区

7,196
金融商品

取引業

直接

10.11

ASPサービス

事業

外国為替取引

(注)７
180,517

外国為替取引

未収入金
92,832

外国為替取引

預り担保金
1,911,036

手数料支払

(注)７
568,609未払金 50,212

システム貸与料

他受取

(注)８

36,113
その他

（前受金）
1,764

　上記の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
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　取引条件および取引条件の決定方針等

(注) 1　ＧＭＯクリックホールディングスが平成24年８月２日から平成24年９月12日にかけて実施した公開買付けに

より、当社の親会社が伊藤忠商事からＧＭＯクリックホールディングスに異動になりました。これにより、取

引金額においては、伊藤忠商事は親会社であった期間、ＧＭＯクリックホールディングスおよびその親会社

であるＧＭＯインターネットは親会社となった以降の期間の金額を記載しています。

2　伊藤忠商事の従業員１名が、当社の従業員として出向していましたが、平成24年８月31日をもって出向解除と

なりました。なお、出向者費用の支払は、出向先基準によっています。

3　伊藤忠グループのWEBツール利用に関する費用であり、当社と関係を有さない第三者と同様の条件によってい

ます。

4　ＧＭＯインターネットの役員１名が、当社役員（非常勤監査役１名）に就任しています。

5　ＧＭＯインターネットグループのグループ業務支援に関する費用であり、一般取引条件を参考に協議の上決

定しています。

6　ＧＭＯクリックホールディングスの従業員２名が、当社役員（非常勤取締役１名、非常勤監査役１名）に就任

しています。

7　外国為替取引の金額は、外国為替取引に伴う決済損益を記載しています。また、手数料の支払額は、取引高等に

応じて決定しています。

8　システム貸与料は、外国為替取引システムの提供等に関わるもので、一般の取引先と同様の条件を基本として

決定しています。

　

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　該当事項はありません。

　

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

前事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の
親会社
をもつ
会社

伊藤忠テクノ
ソリューショ
ンズ㈱

東京都

千代田区
21,763

システムの
開発・運用

－
システムの
開発・運用

データセン

タの運用・

管理

(注)

609,247

未払金 45,207

前払費用 13,241

長期

前払費用
298

システムの

開発費

(注)

95,464― ―

　上記の取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

  取引条件および取引条件の決定方針等

(注)　データセンタの運用・管理費用およびシステムの開発費に関する取引条件は、当社と関係を有さない第三者

と同様の条件によっています。
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当事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　該当事項はありません。

　

(4) 財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

　　該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

ＧＭＯインターネット（東京証券取引所に上場）

ＧＭＯクリックホールディングス（非上場）

　
(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 591.11円 465.53円

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△)

0.51円 △125.57円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前事業年度においては、潜在株式が存在しな

いため記載していません。当事業年度においては、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していません。

　
２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 4,787,915 3,770,787

普通株式に係る純資産額(千円) 4,787,915 3,770,787

普通株式の発行済株式数(株) 8,300,000 8,300,000

普通株式の自己株式数(株) 200,090 200,090

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(株)

8,099,910 8,099,910

　

　　　３．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

損益計算書上の当期純利益
又は当期純損失(△)(千円)

4,158 △1,017,128

普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失(△)(千円)

4,158 △1,017,128

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,099,910 8,099,910

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

該当事項はありません。

　

【債券】

該当事項はありません。

　

【その他】

該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 61,03220,03717,68763,38242,13642,63121,246

　工具、器具
　及び備品

8,025 7,248 338 14,9366,887 3,065 8,049

　リース資産 813,771237,253
681,806
(41,230)

369,21867,404153,286301,813

有形固定資産計 882,830264,538
699,831
(41,230)

447,537116,427198,983331,109

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　意匠権 2,202 ― 630 1,572 1,059 306 512

　ソフトウエア 1,516,865254,721
268,649
(59,098)

1,502,937888,705268,677614,232

　ソフトウエア
　仮勘定

― 267,457267,457 ― ― ― ―

　その他 753 ― 384 369 ― 12 369

無形固定資産計 1,519,821522,178
537,121
(59,098)

1,504,878889,764268,996615,113

長期前払費用 2,634 9,444 7,163 4,915 ― ― 4,915

(注)１　当期増加額の主な内容は次のとおりです。

リース資産 外国為替取引システム機器増強 113,154千円

　 社内システム機器増強 20,355千円

ソフトウエア 外国為替取引システム開発 214,161千円

　 外国為替取引関連事業システム開発 23,637千円

　
２　当期減少額の（　）は内数で、減損損失の計上額です。

　
３　当期減少額の主な内容は次のとおりです。

リース資産 取引系サーバ等をリース満了により返却したことによるものです。

ソフトウエア 資産の譲渡および商品構成のリニューアルに伴う除却によるものです。

ソフトウエア仮勘定 ソフトウエア勘定への振替によるものです。

なお、ソフトウエア仮勘定には消費税等を含んでいますが、ソフトウエアには消
費税等を含んでいません。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 167,54397,449 1.97 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

116,085227,135 1.97
平成27年３月24日～
平成31年３月28日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 283,629324,584 ― ―

(注) １　「平均利率」については、リース債務の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２　リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済

予定額の総額
　

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
（千円)

リース債務 95,966 93,772 36,094 673

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 10,860 ― 10,860 ― ―

金融商品取引責任準備金 321 87 ― ― 409

　

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首および当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首および当事

業年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の

２の規定により記載を省略しています。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金
　

区分 金額(千円)

現金 ―

預金 　

　当座預金 2,402,085

　普通預金 2,314,132

計 4,716,218

合計 4,716,218

　

②　顧客区分管理信託
　

相手先 金額(千円)

みずほ信託銀行㈱ 14,910,080

合計 14,910,080

　

③　売掛金

　相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

㈱ジャパンエコノミックパルス 682

㈱みんかぶ 525

合計 1,207

　

　売掛金の発生および回収並びに滞留状況
　

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　 (Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　

735 51,163 50,690 1,207 97.7 6.9

　
④　外国為替保証金取引預り保証金

　

区分 金額(千円)

お客様からの受入保証金 14,457,408

合計 14,457,408
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

　

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

営業収益 (千円) 674,106 1,160,9321,754,1622,488,596

税引前四半期（当期）

純損失金額（△）
(千円) △165,192 △521,146 △790,155 △968,002

四半期（当期）

純損失金額（△）
(千円) △105,918 △569,127 △838,709△1,017,128

１株当たり四半期（当期）

純損失金額（△）
(円) △ 13.08 △ 70.26 △ 103.55 △ 125.57

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり

四半期純損失金額(△)
(円) △13.08 △57.19 △33.28 △22.03
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
　みずほ信託銀行株式会社　本店 証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としています。
ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日
本経済新聞に掲載して行います。
当社の公告掲載URLは次のとおりです。
http://www.fxprime.com

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款に定めていま

す。

・会社法第189条第２項各号に掲げる権利

・会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

・株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

・株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社の親会社等はＧＭＯインターネットとＧＭＯクリックホールディングスの２社です。ＧＭＯイン

ターネットは金融商品取引法第24条の７第１項の規定にする親会社等ではありません。ＧＭＯクリック

ホールディングスは金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等です。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

　

(1) 有価証券報告書およびその添付書類並びに確認書

事業年度　第９期（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　

平成24年６月25日 関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書およびその添付書類

平成24年６月25日 関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書および確認書

第10期第１四半期（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）　

平成24年８月13日 関東財務局長に提出。

第10期第２四半期（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）　

平成24年11月８日 関東財務局長に提出。

第10期第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）　

平成25年２月13日 関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の

規定に基づく臨時報告書

平成24年６月25日 関東財務局長に提出。

平成24年11月12日 関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異

動）の規定に基づく臨時報告書

平成24年９月13日 関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告

書

平成24年９月14日 関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づ

く臨時報告書

平成24年10月17日 関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年６月17日

ＦＸプライム株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　野　雄　一　郎　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　田　　　雅　史　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているＦＸプライム株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第10期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方

針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＦＸプライム株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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その他の事項

会社の平成24年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。

前任監査人は、当該財務諸表に対して平成24年６月18日付けで無限定適正意見を表明している。

　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＦＸプライム株式

会社の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、ＦＸプライム株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表および内部統制

報告書に添付する形で別途保管しています。

２. 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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